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研究成果の
概要

  北海道におけるBSE発生に関するリスク要因を探り、総合的なリスク評価を行う
と共に、効果的なサーベイランス手法を提案した。1996年コホートではBSE発生の
集積性が東部地域に観察され、有意差のあったリスク要因は、各市町村における
酪農家密度であった。この要因だけではBSE発生を説明できない地域が存在し
た。国内増幅率は管理措置により変化し、1996年以前は7.2と一番高いが、1996年
の肉骨粉（MBM）使用禁止通知以降は5.77～0.77まで減少し、2001年10月の完全
使用禁止後は0.06と推定された。陽性牛が1頭も発生しない確率は、2010年で
69％、2015年で90％であった。以上の結果より、１）BSE発生を説明できない地域
で2001年10月以前に生まれた牛だけを健康牛検査対象とし、２）第三者機関によ
る飼料中のMBMと食肉に付着する脳脊髄組織の有無をモニタリングするという、
管理措置の評価も含めたサーベイランス手法が効果的であると考える。
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の本研究課題に
対する事後評価・
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　目標を達成した。多方面から総合的に評価した研究であり、ＢＳＥ対策にあたり
有用な情報が提供された。しかし、研究目的の一つである地域的要因が解明され
ていないなど食品健康影響評価に活用するためには課題が残されている。
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○研究要旨 
 

北海道における BSE 発生に関連するリスク要因と危険度を推定し、BSE 発生の総合的なリスク評価を

行うと共に、効果的なサーベイランス手法を開発することが研究の目的である。 

リスク要因とその危険度を推定するために、英国や欧州の BSE リスク評価手法として使われた地理情

報システム（GIS）を応用した。1頭でも発生のあった北海道内の市町村を BSE 陽性、その他を BSE 陰性

と区分し、空間時間スキャン統計手法やロジステック重回帰分析を用いて、BSE 発生に関連するリスク

要因を探索した。この要因には、札幌、小樽、苫小牧、帯広、釧路、北見の 6箇所を飼料製造市町村と

し、線形計画を用いて推定した牛用飼料の流通量も含めた。 

1996 年コホートの集積性が、酪農家密度が道内で一番高い東部地域に観察された。BSE 発生リスク要

因としては、酪農家密度が BSE 発生市町村と有意に関連していた。一方、重回帰分析の残渣を地図化し

たところ、酪農家密度だけでは発生理由が説明できないリスクの高い地域が２支庁あり、この２地域に

焦点を合わせたサーベイランスを実施することが BSE コントロールにとって有効であると考えられる。

2007 年 1 月～2008 年 12 月末までに報告された 3例は、これらの地域で誕生した牛であった。 

 感染していてもサーベイランスでは見つからない牛もいるため、海外より輸入された生体牛と肉骨粉

（MBM）に関するデータにもとづき侵入リスクを、そして、国内での増幅リスク（具体的には増幅率 Ro、

この数値が 1以下であれば伝播しない）を量的に推定し、発生予測数とサーベイランス報告数を比較し

た。管理措置により増幅率は変化し、1996 年以前は 7.2 と一番高いが、1996 年の MBM 使用禁止通知以

降は 5.77～0.77 まで減少し、2001 年の完全使用禁止後は 0.06 と推定された。陽性牛が 1頭も発生しな

い確率は、2010 年で 69％、2015 年で 90％であった。 

清浄化を目的とした効果的なサーベイランスを実施するためには、リスク量に合わせてサンプル採取

を計画することが重要である。と畜場における健康牛検査において、暴露量が多かった地域で誕生した

年齢 7歳以上の牛だけを対象とすると、テスト数は現在実施している全頭検査数の 5分の一となる。費

用が減少するだけではなく、確実に陽性牛を摘出することを可能とさせる。さらに、ELISA 診断キット

も精度が高く値段が安いというだけではなく、テスト時間が短い、手順が簡便という点においても評価

することが必要である。新たな方法として、第三者機関による飼料中の MBM と食肉に付着する脳脊髄組

織の有無の検査により管理措置効果をモニタリングする仕組みを提案した。 

北海道では国内曝露（リサイクル）が起こったと考えられることから、清浄化にむけての取り組みを

北海道内で継続的に行うべきである。現状のサーベイランス方法と量的リスク評価に続き、2001 年 10

月以降の政府による飼料工場立ち入り・飼料検査及びレンダリング工場立ち入り検査等のデータを精査

し、北海道における BSE リスク低減措置は十分機能しているかどうかを確認することにより、国内にお

ける BSE 清浄化レベルの実証が可能となる。
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研 究 課 題 名         
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１． 研究の概要 

 

本研究の目的は、北海道における BSE 伝播に関連する要因の危険度を推定し、BSE 発生リ

スクを総合的に評価するとともに、BSE 発生リスクに資する効果的なサーベイランス手法を

開発することである。 

SRM 除去と飼料への肉骨粉(MBM)混入防止策の徹底、および効率的なサーベイランス方法

の研究が、BSE 感染の輪を断ち切り、BSE のリスク低減を実現するための最重要課題である。

BSE 発生件数が全国の約 8割（31 頭中 24 頭、平成 18 年 12 月末時点）を占める北海道にお

いて、飼料・食肉流通や飼育形態など北海道の特徴を組み込んだモデルにもとづき、北海

道畜産の特徴を考慮したリスク評価を行い、今後の BSE 清浄化政策と道内での効果的なサ

ーベイランス方法を提案することの意義は大きい（下図は 34 例目までの症例分布図）。 
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本研究は、「経済分析」、「リスク評価」、そして、「サーベイランス」の３つの

テーマより成り立つ。「経済分析」では、リスク要因のひとつである飼料流通経路と

その流通量を推定し、BSE 検査を 20 ヶ月以上に引き上げた場合の牛肉消費低下に関す

る考察をおこなった。「リスク評価」では、地理情報学システム（GIS）を分析手法の

基盤とし、その他のリスク要因も含めて、BSE 発生と関連する要因を探索した。その

後、侵入リスクと国内安定性の２つのリスクを量的に推定し、管理措置の時系列的変

化を考慮しながら、国内での増幅率を計算した。さらに、リスク分析という枠組みで

BSE のリスクを考える場合の、関係者間のかかわりをリスクコミュニケーション会場

でのアンケート調査結果を参考として考察した。「サーベイランス」では、現状の BSE

サーベイランスの評価の手法について議論し、今後、取り組むべき新サーベイランス

方法を提案した。また、この方法に導入される簡易テストの有効性についても調査し、

管理措置の評価を含めた、清浄化へ向けた最終段階で実施すべき実証分析について議

論する。研究担当者名と目次は、以下の通りである。 

 

Ⅰ 経済分析（金山：分担） 

Ⅰ-1 北海道における乳牛用飼料流通量の推定･････････････････････････････････････5 

Ⅰ-2 全頭検査と消費行動：BSE 検査を 20 ヶ月以上に引き上げた場合の 

牛肉消費低下に関する考察･･･････････････････････････････････････････････7 

Ⅱ リスク評価（門平：主任）････････････････････････････････････････････････････････････15 

Ⅱ-１ 2001 年 9 月から 2006 年 12 月までに確定診断された北海道における 

BSE 症例に関連するリスク要因の研究･････････････････････････････････････16 

Ⅱ-2  北海道における量的 BSE リスク評価････････････････････････････････････････27 

Ⅱ-3 日本における vCJD 発生リスクの推定(姜：分担) ･･････････････････････････････39 

Ⅱ-４ BSE リスク分析におけるリスクコミュニケーションの役割 

リスク評価結果を政策に反映するために ･････････････････････････  45 

Ⅲ サーベイランス（門平：主任）･･･････････････････････････････････････････････････････56 

Ⅲ-１ BSE サーベイランスの評価･･････････････････････････････････････････････････56 

Ⅲ-２ リスク量にもとづくサンプリング方法･･････････････････････････････････････････66 

Ⅲ-３ 効果的サーベイランス方法･････････････････････････････････････････････････67 

 

Ⅳ 新サーベイランス方法で必要とされる簡易テストの有効性試験<分析法の確認> 

Ⅳ-１ 簡易飼料汚染検査方法（FeedChek MBM）の有効性試験（高橋：分担）････････69 

Ⅳ-2 脳脊髄組織検出キットの有効性試験（関川:分担）  ････････････････････････73 

Ⅳ-3 迅速で簡易な検査方法（ストリップテスト）の有効性試験（今井：分担） ･･･76 

Ⅴ 「清浄化を証明するための調査」の提案････････････････････････････････････････････79 
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２． 研究の成果 
（１）研究の成果と概要 
 

Ⅰ 経済分析（金山紀久：分担） 

Ⅰ-1 北海道における乳牛用飼料流通量の推定 

北海道の市町村の酪農における平成 16 年 2 月現在の雌牛総頭数（平成 15 年度の「畜

産統計」）、北海道の平成 15 年の配合飼料工場の乳用牛用の出荷量、そして、飼料工

場が立地する６地域（札幌、小樽、苫小牧、帯広、釧路、北見）から北海道各市町村の

距離（＊国道及び主な道道を通って、目的地まで最短時間で行ける道順を選択。参照：

北の道ナビ（http://northern-road.jp/navi/time/）を推定した。線形計画法の目的関

数は、工場から出荷される市町村までの距離と出荷される重量の総和で、各市町村の乳

牛の必要量が満たされること、工場の出荷量が最大を超えないこと、競争構造を反映さ

せるため、市町村の一つの地域からの出荷量が９割までとするように制約条件を与え、

飼料流通量を推定し、GIS を使い作図した（図 1～3）。この結果は次の章「リスク評価」

のリスク要因として使用された。 

 

 

図１．釧路からの飼料流通量 
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図２．帯広からの飼料流通量 

 

図３．苫小牧・釧路からの飼料流通量 
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Ⅰ-2 全頭検査と消費行動：BSE 検査を 20 ヶ月以上に引き上げた場合の牛肉消費低下

に関する考察 

１． はじめに 

平成 20 年 8 月以降、BSE の自主検査に対する国の助成は打ち切りとなったが、北海

道における自主的な BSE 検査は継続されている。その理由は、①道内の多くの消費者や

生産者から全頭検査の要請があったこと、②平成 19 年 10 月に北海道が実施した意見交

換会やアンケート調査においても検査を継続すべしとの意見が多数を占めたことなど

から、北海道としては不安感がいまだ根強く、消費者の理解が十分に得られていない状

況では、引き続き全頭検査が必要であると判断したためである。 

BSE 検査の費用が無視できるのであれば、わずかなリスクを回避するための検査の継

続は問題ない。しかし、当然のことながら BSE 検査には費用がかかる。また、BSE の発

生確率は低く、BSE に罹患した牛を食することによって新型のヤコブ病に罹患する確率

は非常に低い。このような低リスクに対して、BSE 検査を実施する根拠はどこにあるの

だろうか？北海道は、消費者の理解が十分に得られていないことをひとつの理由にして

いるが、このことは、BSE 検査を止めることによる消費者の牛肉消費の低下を問題視し

たためと解釈しなおすことが可能であろう。つまり、BSE 検査を止めることによる生産

者と消費者の経済的ロスと、BSE 検査費用との関係で、この問題に対して、消費者の BSE

に対する認識から生じる消費行動から検討を加えるのが本研究の課題である。 

 

２． 北海道における BSE 検査予算 

 BSE 検査頭数の推移を表１に示した。検査頭数は全国では 120 万頭台、北海道ではお

よそ 20 万頭台で推移している。全国の検査頭数は、自主検査に対する国の助成がなく

なることから減少が見込まれるが、北海道については、引き続き自主的な全頭検査の継

続を表明していることから、検査頭数はこれまでと同程度の頭数となるものと想定され

る。この全頭検査から BSE が確認された頭数はわずかで、その確率は 0.002％以下であ

る。全国に比べて北海道のほうが確認確率は高い傾向にあるが、それでもかなり低い水

準といえる。 

表１ BSE 検査頭数（牛）の推移 

（単位：頭）
平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年

BSE検査頭数
全国 1,253,811 1,252,630 1,265,620 1,232,252 1,218,285 1,228,256

北海道 183,050 197,511 203,787 202,536 201,477 204,234
BSE確認頭数

全国 4 3 3 5 3 0
北海道 2 0 1 4 2 1

BSE確認確率
全国 0.000319 0.000239 0.000237 0.000406 0.000246 0.0

北海道 0.001093 0.0 0.000491 0.001975 0.000993 0.000490  
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BSE 検査には当然費用がかかるが、北海道における BSE 検査にかかる経費（予算）の

推移を示したのが表２である。 

 

表２ 北海道における BSE 検査にかかる費用（予算）の推移 

（単位：千円）
平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年

検査機器 2,296 13,992 12,470 12,846 11,815 12,629
検査消耗品 780,100 558,585 561,168 449,545 347,764 231,833
その他 98,121 19,271 20,573 18,621 16,281 15,896
合計 880,517 591,848 594,211 481,012 375,860 260,358

うち国庫補助 625,550 398,800 429,056 362,977 264,399 154,364  
  注）経費は、北海道と函館市、旭川市の合計である。 

  資料）北海道、函館市、旭川市の資料より。 

 

 検査費用の合計は減少傾向にあり、平成 14 年度では１頭あたり検査費用が 4,800 円

程度であったが、平成 19 年度では 1,300 円と大幅に減少している。これは検査消耗品

の費用が大きく低下していることによっている。この 1頭あたりの検査費用の水準と 1

頭あたりの枝肉価格の水準とを比較することによって 1 頭当たりの検査費用の負担を

考えてみると、乳用種去勢牛の枝肉価格がおよそ 32 万円程度と想定するならば、枝肉

価格に対する検査費用は 0.4％程度で、それ程高い水準ではないといえる。消費者が安

心を得るための経費として考えるならば、この検査費用はそれ程高い水準ではないと判

断されるが、国から補助が打ち切られる平成 21 年度以降、2 億 6 千万円程度の税金を

投入する経済効果がどの程度なのか、検討を加える必要があろう。 

 

３． 国内における BSE 発生の消費への影響 

 

 北海道において BSE の全頭検査を継続する理由は、すでに述べたとおり、①道内の多

くの消費者や生産者から全頭検査の要請があったこと、②平成 19 年 10 月に北海道が実

施した意見交換会やアンケート調査においても検査を継続すべしとの意見が多数を占

めたことなどから、北海道としては不安感がいまだ根強く、消費者の理解が十分に得ら

れていない状況では、引き続き全頭検査が必要であると判断したためである。 

 直接的には、BSE 検査によりｖCJD に罹患するリスクを低下させることであるが、BSE

と確認される確率がかなり低く、また、特定危険部位の焼却処分などの対応により、ｖ

CJD に罹患する確率は低く、リスク水準から判断するならば検査継続によるリスクの低

下に対する便益はそれほど高くはないと判断される。一方、不安感がいまだ根強く、消

費者の理解が十分に得られていない状況で検査を中止する場合、消費者の牛肉消費の減

退が懸念される。平成 13 年に BSE 罹患牛が国内で発見されたときに、牛肉消費が大き

く落ち込む経験をしたが、その当時の消費減退ではないにしても、現状では、検査中止
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による牛肉消費の減退は起こるものと考えられる。ここでは、牛肉に関する消費者アン

ケートの結果と牛肉の需要曲線の計測結果を用いて、検査中止による牛肉の消費減退の

影響を計測する。 

 

（1）消費者アンケート 

アンケートは平成 20 年 1 月に WEB アンケートで実施された。アンケート総数は 824

件、内男性が 34.6％、女性が 65.4％である。調査対象者は東京都に在住者が 50.0％、

札幌市に在住する者が 50.0％である。わが国の中心都市と地方の中心都市のひとつと

して両都市を選択した。 

 

[Q23]あなたは生後20ヶ月以下の牛のBSE検査について継続すべきだと思いますか？

(n = 824)

継続の必要はない
7.3%

わからない
16.1%

継続すべき
76.6%

 

図１ 生後 20 ヶ月以下の牛の BSE 検査の継続について 

 

生後 20 ヶ月以下の牛の BSE 検査について継続すべきかどうかの質問では、「継続す

べき」と答えた回答者は約 77％、「継続の必要はない」が約７％で、継続を望む消費

者が多いことがわかる（図１）。 

その理由としては、「全頭検査を継続すると安心できるから」が 77％と最も割合が

高く、「外圧に屈して止めるのはおかしいから」（43％）、「BSE の感染経路が解明さ

れていないから」（41％）、「検査牛と未検査牛の両方が出回ると混乱するから」（37

％）、「国内の BSE 対策は万全ではないから」（31％）などの理由が回答者の 3 割を超

えていた（図２）。全頭検査が、消費者の安心感に強く作用していることがわかる。し

たがって、全頭検査を中止することによって少なからぬ牛肉消費の減少が起こる懸念は

否定できない。 
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[Q24]生後20ヶ月以下の牛のBSE検査について、継続すべきだと思う理由をお答えください。（複数回答
可）

(n = 631)

78.8

30.9

40.9

27.9

43.3

37.1

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全頭検査を継続すると安心できるから

国内のBSE対策は万全ではないから

BSEの感染経路が解明されていないから

食品安全委員会のリスク評価が納得できないから

外圧に屈して止めるのはおかしいから

検査牛と未検査牛の両方が出回ると混乱するから

その他【　　　】

 

図２ 生後 20 ヶ月以下の牛の BSE 検査の継続すべき理由 

 

 BSE 全頭検査の経費負担について、だれが負担すべきかという質問に対しては、「今

までどおり国の税金で」が 70％で最も割合が高かった（図２）。その他では、「牛肉

生産の関係者」（27％）、「牛肉の購入者」（20％）、「実施する各地方自治体で」（15

％）が続いている。多くの回答者が、国の負担で全頭検査を行うことを支持しているが、

少ない割合であるが、牛肉生産者や牛肉購入者、地方自治体による負担を支持している

回答者がいることも注目すべきであろう。 

 

[Q25]BSE全頭検査の経費負担について、あなたはだれが負担すべきだと思いますか？（複数回答可）

(n = 824)

69.9

14.9

26.5

20.0

9.0

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今までどおり国の税金で

実施する各地方自治体で

牛肉生産の関係者

牛肉の購入者

わからない

その他【　　　】

 

図３ BSE 全頭検査の経費負担 

BSE 対策の変化によって、牛肉の今後の購入についてどのように対応するかについて

の質問については、「これまでどおりの購入を続ける」が 45％と最も多かった（図４）。

一方、「減らす」と答えた回答者は 17％で、「わからない」は 33％であった。「増や

す」と答えた回答者も 2％程度いた。70％程度の回答者が全頭検査を継続すべきと答え

ていたが、全頭検査の変更によってもこれらの回答者のうち一部は「これまでどおりの

購入を続ける」可能性が高いことがわかる。しかしながら、「わからない」と答えた回
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答者の動向によって消費の減退水準は変わるものの、全頭検査の中止によって牛肉の消

費が減少することはかなりの程度、避けられないものと考えられる。 

 

[Q26]BSE対策の変化によって、牛肉の今後の購入についてどのように対応しますか？

(n = 824)

減らす
16.9%

増やす
2.1%

わからない
33.4%

その他【　　　】
3.0%

これまでどおりの購入を
続ける
44.7%

 

図４ BSE 対策の変化に対する今後の牛肉購入の対応 

 

 なお、北海道も「と畜場における BSE 検査に係るアンケート調査」を平成 20 年 10 月

に、会場におけるアンケートと WEB によるアンケートの二つの方法によって実施してい

る。「今後も 20 ヶ月齢以下の牛の BSE 検査を継続する必要があると思いますか」の質

問に対する回答は、会場アンケートの結果では、「必要である」が 55.％、「どちらか

といえば必要である」が 23％で、この二つの回答を併せると 78％で、われわれのアン

ケートの結果とほぼ同程度の割合となっている。また WEB による同様の質問に対する結

果では、「必要である」が 35.％、「どちらかといえば必要である」が 19％で、この二

つの回答を併せると 54％となり、継続が必要であると考えている割合がわれわれのア

ンケートの結果より低くなっている。 

 

（２）牛肉の需要構造と BSE の影響 

 

 BSE の検査を中止することによる牛肉需要への影響を把握するために、牛肉の需要曲

線を計測する。牛肉需要曲線のモデルは次に示す線形の単純なモデルを設定した。 

 

Q= a－ｂP＋ｃY－ｄD１－eD2       （１） 
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ただし、Qは牛肉の一人当たりの家計消費量（全国）、P は牛肉の家計消費における平

均実質価格、Yは一人り当たり実質家計消費支出、D１は平成 13、14 年の国内で BSE が

確認されたことによる BSE ショックによる牛肉の需要減退を説明するダミー変数、D2

は BSE ショックによる需要減退からの回復期（平成 15 年）を説明するダミー変数であ

る。 

 牛肉の消費量及び価格、家計消費支出のデータについては『家計調査年報』より、ま

た実質化に使用したデフレータは消費者物価指数総合で『消費者物価指数年報』から得

た。計測期間は平成８年から平成 18 年までの 11 年間で、年データを使用したことから

サンプル数は 11 である。なお、時系列解析であることから「見せかけの回帰」の問題

が想定されるが、データ数が少ないことから単位根検定による検定は行わず、古典的な

回帰手法によって需要曲線を計測した。計測結果を表３に示した。 

 

表３ 牛肉需要曲線の計測結果 

説明変数 パラメータ ｔ－値

定数項 -9309.769 -1.923
実質価格 -18.442 -6.741
実質消費支出 179.764 3.813
ダミー１ -580.147 -4.464
ダミー２ -108.227 -0.653

自由度修正済み決定係数 0.914
ダーヴィンワトソン比 1.930  

 

自由度調整済み決定係数は 0.914 でモデルの説明力は高く、ダービンワトソン比は

1.930 で誤差の系列相関は認められなかった。計測されたパラメータでは、需要回復期

の需要水準の特徴を説明するダミー２がゼロと有意な差が認められなかったが、実質価

格、実質消費支出、ダミー１の 3つの変数のパラメータは P値が１％以下の水準で有意

な差が認められた。 

 計測結果から、この期間における牛肉需要の価格弾力性と消費支出弾力性を計測期間

の平均価格と平均消費量及び平均消費支出を用いて計算すると、それぞれ 1.855 と

6.331 とかなり高い値が計測された。この水準についてはさらに検討を要する。また、

BSE の国内での罹患が確認された後の消費の減退は明確に確認され、平均で一人当たり

580 グラムの減少であった。需要減少からの回復については、ダミー２のパラメータは

有意ではなかったものの、100 グラム程度の減少に留まり、3 年目にはかなり牛肉の需

要が回復したことが推測できる。 

 牛肉需要の回復は、時間による消費者の BSE に対する意識の低下も想定されるが、全

頭検査など、政府の対応も重要な要因であったと考えられる。したがって、全頭検査の

中止は、少なからず牛肉消費の減少への影響が懸念されるわけである。牛肉の需要曲線
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の BSE 発生前後の状況を図示したのが図５である。 

価格

需要量

BSE発生以前の需要曲線

BSE発生直後の

需要曲線

BSEの3年経過

後の需要曲線

０

 

図５ 牛肉の需要曲線の BSE 発生前後の状況 

 

４．北海道における肉牛生産への影響 

  BSE 検査の中止による経済的影響を計測する。モデルを図示したのが図６である。 

価格

需要量

BSE発生以前の需要曲線BSE検査を止め

た後の需要曲線

０

P2

P1

Q１

 
図６ BSE 検査中止による経済的影響 
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 牛肉の生産は短期には供給調整が困難なことから、短期では Q１で垂直の供給曲線が

引ける。一方、牛肉の需要曲線は、BSE 検査の中止によって需要が減退することによっ

て左方向にシフトする。この結果、牛肉の価格は検査を継続する場合では P１であった

ものが P2 に低下することになる。したがって、牛肉の供給者は、斜線の四角の面積分

だけ売上を減少させることになる。消費者への影響は、極短期的には供給曲線が垂直な

ことより影響はみられないことになるが、中長期的には牛肉の供給の減少により、消費

者余剰の減少をもたらすことになろう。 

 ここで、BSE 検査の中止によって、どの程度の供給者の売上の減少をもたらすのか、

家計消費から導出された需要曲線を枝肉市場の需要曲線に置き換えて計算を試みるこ

とにする。この仮定は非常に大胆なものであるが、BSE 発生時の食肉卸売市場は少なか

らぬ混乱状態にあったため、適切な需要曲線を計測できなかったため、このような大胆

な仮定に基づいてシミュレーションを行うこととした。北海道の肉牛に占める乳用種の

割合は 90％を超えることから、乳用種を想定する。乳用種去勢の東京食肉卸売市場に

おける枝肉卸売価格は B３で平成 16 年から 20 年までで 900 円／kg から 975 円／kg の

範囲にある、この５年間の単純平均を取ると約 910 円／kg である。 

北海道の乳用種の枝肉生産量は、平成 16 年から 20 年の平均で約 75,000 トンであっ

た。ここで、枝肉市場において北海道の枝肉供給量と価格が 75,000 トンと 910 円／kg

であったと考え、そこから BSE 検査の中止によって価格が減少することを考える。この

減少幅をダミー１、ダミー２のパラメータの計測結果を用いて算出する。（１）式の計

測結果を用いて、ダミー１とダミー２が家計消費の価格水準の何パーセントの下落幅に

なるかをデータの平均の水準で求めると、ダミー１は約 12.7％、ダミー２は約 2.4％で

あった。この下落幅を用いて枝肉価格の下落幅を求めると、ダミー１に対しては 116 円

／kg、ダミー２に対しては 22 円であった。検査中止による消費への影響はダミー1 の

水準になることはないことから、回復期のダミー２の水準と、アンケートの結果を考慮

してダミー２の水準の半分の水準を想定して枝肉供給者のロスを計算した。その結果

は、16 億 6 千万円と 8億 3千万円であった。 

 

５．まとめ 

 ここでは、北海道の BSE 検査の継続に対する費用便益分析を試みた。BSE 検査のコス

トは年々低下してきており、平成 19 年度には予算規模で 2 億 6 千万円程度であった。

一方、BSE 検査の継続を中止することによる牛肉消費の減少は、アンケート結果からみ

ると避けられない状況にあることが確認された。この消費の減退がどの程度の牛肉供給

者のロスになるのかを計算したところ８億円程度となった。したがって、検査の継続に

よる費用便益分析では、現在の消費者の状況を考慮すると、BSE 検査の継続が支持され

る結果となった。ただし、このコストを誰が負担すべきであるかは議論のあるところで

ある。 
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Ⅱ リスク評価 

（門平睦代：主任、姜 興起：分担） 

 

地理情報学システム（GIS）を分析手法の基盤に、BSE 発生と関連するリスク要因を

探索した（Ⅱ-１）。その後、侵入リスクと国内安定性の２つのリスクを量的に推定し、

管理措置方法の時系列的変化を考慮しながら、国内での増幅率を計算した（Ⅱ-２）。

また、牛からヒトへの感染リスク推定手法として、クロイツフェルトヤコブ病（ｖCJD）

発生リスクを例に、統計学的モデルを提案した（Ⅱ-３）。 

一方、Ⅰの経済便益分析結果とも関連するが、リスク評価により全頭検査の必要がな

いことが科学的に証明されても、消費者が納得しなければ管理方法を変更することは難

しい（下図参照）。そこで、リスク分析という枠組みの中で、BSE のリスクを考える場

合の関係者間のかかわりを、リスクコミュニケーション会場でのアンケート調査結果な

どを参考に考察した（Ⅱ-４）。 
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Ⅱ-1 

2001 年 9 月から 2006 年 12 月までに確定診断された北海道における BSE 症例に

関連するリスク要因の研究（The Veterinary Record, 163:709-713, 2008） 

 

要約 

 

2001 年 9 月に最初の BSE 陽性牛が発見された後、政府は死亡牛と健康牛を対象とし

たサーベイランスを開始した。2001 年 10 月から 2006 年 12 月の間に、約 600 万頭の牛

が検査され、31 頭が陽性牛として診断された。この研究では、北海道で生れたか、陽

性牛として発見された 24 頭を対象とし、地図情報学手法、空間-時間スキャン統計学、

そして、ロジステック回帰分析を使い、BSE 発生に関連するリスク要因に関する分析を

行った。 厚生労働省のホームページから BSE 陽性牛に関する情報を入手し、1996 年と

1999-2001 年の、２つの誕生コホートに注目した。記述的空間分析では、1996 年の誕生

コホートは東部の酪農家密度が高い地域に、一方、1999 年-2001 年誕生コホートは北海

道全域（東部と西部で同数）に分布していた。以上の結果から、1996 年のコホートは

外部から導入された家畜飼料に由来するが、1999 年から 2001 年までは、1996 年に誕生

した感染牛による汚染物質のリサイクルにより、全道にわたり BSE 感染が起こったと推

定した。 

  

1.  はじめに 

 

1997 年 4 月、伝染性海綿状脳症（TSE）を家畜伝染病予防法の対象としたので、BSE

も法定伝染病となる（Anon 1997）。2001 年 4 月から OIE の要請を受けて検査頭数を増

やした(MAFF 2001, OIE 2001)。その結果として 2001 年 9 月 10 日、千葉県で最初の BSE

陽性牛が発見された(Kimura and others 2002)。この結果を受けて、農林水産省では肉

骨粉（MBM）の家畜への使用を完全に禁止し、アクテイブサーベイランスを開始した(MAFF 

2001, Anonymous 2002, MAFF 2002a) 。と場に送られた健康牛は、次に述べる検査法を

用いて検査された（(1) Platelia BSE (Bio-Rad Laboratories, California, USA), (2) 

Enfer TSE v.2.0 (Enfer Scientific Limited, Kildare, Ireland), or (3) FRELISA BSE 

(Fujirebio, Japan)。2004 年 4 月から 24 ヶ月以上の死亡牛検査も追加された。  

 

2001 年 10 月から 2006 年 12 月の間に、約 600 万頭の牛が検査され、31 頭が陽性牛と

して診断された。2002 年 9 月の疫学調査によると、英国からの生体牛の輸入(1982 年と

1987 年)とイタリアからの 1990 年以前に輸入された MBM が、国内に最初に BSE が侵入
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した経路として示唆された(MAFF 2003, Yamanouchi and Yoshikawa 2007)。 最初の 7

例の分析によると、感染牛が出た農家では MBM を直接与えていなかったという事実か

ら、MBM の直接の摂取が原因ではないと推測した。感染牛を出した農家では、豚と鶏用

の飼料を製造する工場で同時期に作られた牛用の餌を購入していたので、欧州のケース

と類似した説明ではあるが、牛用飼料が製造中、ベルトコンベアに残った、あるいは、

配送中のトラック内での MBM による交差汚染とも考えられる(Doherr and others 2002, 

Abrial and others 2005, Stevenson and others 2005)。 

 

2006 年 12 月 31 日までに診断された BSE 症例の内、北海道で生れたか、飼育されて

いた 24 例を対象に、空間時間的分析結果を報告する。研究の目的は、まず、BSE 発生

に関連する空間時間的なリスク要因を求め、次に、BSE 感染牛を効率的に見つけ出すこ

とができ、BSE 撲滅のためにも有効な戦略を提供することである。 

 

 

2. 材料と方法 

 

2006 年の 12 月 31 日までに 31 症例が発見されたが、その内、24 頭は北海道で生れた

か、飼育されていた牛である。個体の詳細に関する情報は、厚生労働省のホームページ

から入手した (MHLW 2006)。これらの情報とは、誕生した市町村名、誕生日、確定診断

された年月日、発見された時点での健康状態(ダウナー, 健康なと畜牛、死亡牛)である

(OIE 2001)。 

 

日本は 47 の都道府県から成り立つが、北海道は一番面積が大きい。それぞれの都道

府県は、市町村などの行政区分に細分される(図 1) 。北海道には、219 の市町村がある

が、その面積は、9 ～1408 km2と多様である。この研究における分析単位は市町村では

あるが、以後、“市ユニット”として呼ぶ。もし、1例でも BSE として確定診断された

牛がいる“市ユニット”は、BSE 陽性、残りは BSE 陰性と名づけることにする。この研

究の目的は、BSE 陽性市ユニットとなったリスクがどの要因と関連しているかを見つけ

出すことである。BSE リスクと関連している要因として、市ユニットにおける酪農家、

肉牛農家および豚飼育農家数の密度と飼育頭数、および、主要家畜飼料製造会社の配合

飼料の流通量があげられる。なぜ、家畜の飼育頭数をリスク要因として考慮したかとい

うと、英国(Stevenson and others 2000, Wilesmith and others 2000)、ドイツ

(Pottgiesser and others 2006)、フランス(Morignat and others 2002, Ducrot and 

others 2003) などの BSE 発生国で関連性が報告されているからである。 
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図 1．日本国内における北海道の位置と北海道の牛用飼料生産工場が存在する 6 都市の
名称（１小樽、２札幌、３苫小牧、４帯広、５北見、６釧路） 

 

２種類のデータを使い、牛用飼料の流通量を推定した（金山担当、5～６ページ参照）。

ひとつは、乳牛の飼育頭数(MAFF 2007)で、もうひとつが 2003 年度に販売された牛用配

合飼料の、14 の飼料会社の総計である。これらの会社は、札幌、小樽、苫小牧、帯広、

釧路と北見の、6つの都市にまとめられた（図１）。線形計画を用い、各市町村で販売

された飼料の量を推定した。前提条件として、1）牛用飼料は酪農家に販売される、2）

製造工場に近い市町村に最初に飼料が流通する、３）流通総量は乳牛総数を養えるだけ

の十分な量がある（一頭あたり 1年間で 1260kg 消費するとして計算）、とした。 

 

2000 年度の農業センサスの結果(MAFF 2002b)にもとづき、カーネル平滑化処置を行

い、酪農家の空間分布を密度図（酪農家数/km2）として表した。これらの分析は、251 × 

287 のグリッドセルを用い、 R 統計学(R Development Core Team 2006)に記載してある 

方法 (Baddeley and Turner 2005)を使い実施した。カーネル機能のひとつであるバン

ド巾は 15km とし、ノーマル最適方法(Bowman and Azzalini 1997)を使用した。 BSE 陽

性牛が少なくとも 1 頭発見された 24 の市町村の位置は、この密度図の上に示された。 

 

BSE 発生の空間時間的集積性(Knox 1989)については、スキャン統計学を使用した 

(Kulldorff 1997)。市町村レベルでのリスク要因を量的に測るため、ロジステック回帰

分析手法を使った。従属変数は、市町村ごとの BSE 発生数（0，1、あるいは 2以上か）

である。独立変数（調査対象となるリスク要因）は、市町村レベルでの酪農家、肉牛農
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家、そして養豚家の数と 6箇所の製造地から配達される牛用飼料の流通量（トン）であ

った。要因を選択するために、後ろ向きステップワイズ方法を導入し、ROC カーブの結

果を考慮し、最終モデルを選択した。ロジステック回帰分析で得られた残渣はバリオグ

ラムとして描かれた。北海道全体がプラスとマイナスの残渣として表現された。プラス

の地域は、選択されたリスク要因だけでは説明できない、つまり、他にも BSE 発生と関

連する要因があるということが考えられる。 

 

3. 結果 

2001 年 9 月から 2006 年 12 月までの間に 24 例の BSE が診断された。平均飼育頭数は

74 万頭(2000 年度農業センサス, MAFF 2002b)であるので、年間の平均発生リスクは、

10 万頭あたり 3.2 例 (95% 信頼区間 2.2 –  4.8) であった。BSE 診断時の牛の年齢（Y

軸、月齢）と X軸には、(a)確定診断日、および(b)誕生日との関係を表す散布図を描い

た（図２）。 

 

 

(a) 
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(b) 

 

図２．BSE 診断時の牛の年齢（月齢）と(a)確定診断日、および(b)誕生日との関係を表
す散布図（○健康牛、●ダウナー牛、×死亡牛） 

 

 

酪農家の分布は道内均一ではなく、東部、南東部と北部地域の密度が高い（図３）。

1996 年コホートでは、東部に 8 頭、北部に２頭分布し、集積性に有意差が見つかった

地域は東部で、集積枠の半径は 87km、症例発生率は 13(P = 0.01)であった（図３a）。

1999 年から 2001 年のコホート 14 頭は、道内全域に分布し、3症例が発見された市町村

での集積性が一番高く（図３b）、症例発生率は 329(P < 0.01)であった。 
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(a) 1996 cohort 

 

(b) 1999 –  2001 cohort 

図３．酪農家の密度と(a)1996 年誕生コホートおよび(b) 1999 – 2001 年誕生コホー
トの位置関係。赤線で囲まれた部分は、空間統計学的な集積性が観察された地域を
表す。数字は、市町村における BSE 陽性牛の数。 
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飼料流通量は BSE 発生とは関連がなかったが、酪農家密度は“BSE 陽性市町村”とい

う従属変数と有意に関連していた（表１）。具体的に表すと、ある市町村で 25 軒酪農

家数が増えることにより、その市町村に BSE が発生する確率が 1.52 倍（95％信頼区間

は 1.26-1.83）に増大するということを意味する。ROC カーブによれば、このモデルは、

BSE 陽性と陰性の市町村を 87％の高率で確実に分類できるので、信頼度が高いと考えて

よいだろう。 

 

表１．ロジステック回帰分析による回帰係数と標準誤差 

Variable Coefficiet SE Wald z P OR (95% CI) 

切片:      

   0 | 1 -3.4149 0.4091 -8.35 < 0.01  

   1 | 2 -5.1255 0.6690 -7.66 < 0.01  

酪農家数 a 0.4204 0.0942 4.46 < 0.01 1.52(1.261.83) b 

 

a 市町村の酪農家数 
bある市町村で25軒酪農家数が増えることにより、その市町村にBSEが発生する確率が1.52
倍（95％信頼区間は 1.26-1.83）増大する 
SE:標準誤差、OR: オッズ比、CI: 95％信頼区間 

 

説明できなかった BSE 発生リスクを図式化すると図４のようになる。十勝支庁(図４

の‘A’)と宗谷-留萌支庁（図４の‘B’）が一番大きな部分を占める。 

 

図４．表１に表したロジステック回帰分析の残渣(× 109)を空間的に表した図。実線
内は残渣がゼロ以上（プラスの残渣）を意味する。数値は市町村における BSE 症例
数。  
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4．考察 

 

2001 年 9 月より北海道には BSE 症例が発見されてはいるが（図 2a）、1996 年と

1999-2001 年の、２つの誕生コホートだけが感染していた（図 2b）。確定診断された動

物の情報が正しく、1996 年以前には BSE 感染牛がいなかったと仮定すると、図 2a に示

した 1996 年の誕生コホートの集積性は、汚染された MBM か、豚か鶏用の飼料から交差

汚染された飼料を摂取した期間が大変短かったという仮説の正しさを裏づけしている。

2001 年からのアクテイブサーベイランスが徹底していたということを考えると、もし

BSE が存在すれば 1996 年の誕生コホート同じように 1997 年と 1998 年の誕生コホート

にも BSE 感染牛を見つけ出すことは可能であっただろうから、1997 年と 1998 年のコホ

ートは暴露を受けていなかったと推定できる。以上のことから、1996 年のコホートは

北海道で最初に感染した動物で、これらの動物がフードチェインに入り込む前に数年間

時間が経過したと考えられる。1996 年のコホートが 3 歳から 5 歳となり感染性がピー

クに達し（つまり、1999 年から 2001 年にかけて）レンダリングされ、これが原因とな

り 2回目の感染コホートを生み出した。２つの誕生コホートには発見された時の年齢に

おいてかなりの差があるが、1999 年以降に生れた動物間で疾病が確立するまでに十分

な時間が経過していないとすれば、これは、分析に使われたデータの問題であると考え

られる。年齢分布はそれゆえ切り詰められているが、と殺される時までに時間が経過し

年齢が高くなれば、もっと多くの症例が見つかるであろう。 

 

表１に示したロジステック回帰分析モデル分析結果により、酪農家密度と BSE リスク

の関係が記述空間分析で明らかになった（図３）。酪農家密度が比較的高い地域で 1996

年コホートの大部分（8/10）が生れているが(図 3a), 1999 年 から 2001 年生まれは、

道内全域に分布している（図 3b)。東部地域で酪農家密度が高い地域に 1996 年生れの

BSE 陽性牛の集積性が空間―時間スキャン統計でも確認された。前述した２つのコホー

トについての説明と、BSE 陽性例の分布も類似している。1996 年の、東部に誕生したコ

ホートへの突然の、かなり効果的な暴露が、図３aに示したような空間時間的集積性を

産んだ。このコホートのうち、臨床症状が出ていない感染牛が 1999 年から 2001 年の間

にレンダリングされ、2 回目の波としてフードチェインに原因物質が混ざりこみ、道内

全体へ分散された(図 3b)と推測できる。 

 

なぜ、飼料流通量が BSE 発生と関連していないかという点において、少なくとも 3つ

の理由が考えられる。最初に、14 の工場を 6つの都市に集約したことがあげられる。2

つ目に、市町村への流通量を推定するためにいつくもの前提条件を設定し、近くの都市

に多くの飼料が流れるなど納得のいくものではあるが、詳細にわたるデータがないの

で、空間分析をするうえで間違っている可能性もある。3 番目は、たぶん、一番重要で
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あると考えるが、ひとつ以上の生産都市が汚染飼料配分に関わったという仮説である。

誕生コホート別に分析することも考えたが、24 症例という少ないサンプルでは実施す

ることができなかった。 

 

ロジステック回帰分析で得られた残渣における空間的自己相関の存在を見つけるこ

とはできなかった。1つの都市では３症例、４つの都市で２つの症例が記録されている

ので、その可能性はある。陽性牛が生まれた農家の正確な位置がわかれば、再計算する

ことも可能であろう。もし空間的自己相関性の存在の実証が可能であれば、サーベイラ

ンス計画を立てる上で重要な情報となる。つまり、ある飼料会社が BSE 陽性農家とその

隣人にも同じ飼料を配達しているので、ある農家で BSE が診断されれば、隣の農家でも

BSE が見つかる確率が高まるということである。 

 

この分析結果より（図４）、統計モデルだけでは説明できない部分、とくに十勝と宗

谷―留萌の２つの地域は、従来の管理措置に関連するサーベイランスだけではなく、追

加調査を加えるなどして、サーベイランスを集中して行うことが重要であることが示唆

された。 
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Ⅱ-２ 北海道における量的 BSE リスク評価 

（Risk Analysis 投稿予定、未完稿） 

 

1. はじめに 

BSE は 1986 年英国で最初に報告された、牛の神経退行性の致死的疾病である (Wells 

et al., 1987)。2008 年 12 月 31 日までに、英国で 19 万頭、 ヨーロッパ大陸で 5,000 頭、

欧州以外では、56 頭 （内訳は、日本 (n = 35), カナダ (n = 16), アメリカ(n = 2), 

オーマン (n = 1) そしてフォークランド島 (n = 2)）が報告されている。日本で最初

に報告された症例は、2001 年 9 月 10 日に確定診断された千葉県の 5歳の乳牛で、と畜

場で横臥し歩行困難な状態であった(Kimura et al., 2002)。 2008 年 12 月 31 日まで

には、全国で 35 症例が報告されているが、そのうち 27 頭が北海道で生まれた牛である。  

 BSE が発生している国では、BSE 管理措置として汚染国からの生体牛の輸入禁止、感

染牛を見つけ出すためのアクテイブサーベイランス、SRM 除去、MBM 給与禁止が施行さ

れている。2001 年 9 月に 1頭目が見つかるまでの管理措置としては、1996 年の汚染国

からの生体牛の輸入禁止と MBM の反すう動物への使用禁止通知だけがであった

（Sugiura et al., 2008)。 最初の症例が見つかった後、2001 年 10 月以降は、すべて

の MBM の家畜用飼料への使用と MBM の輸入も禁止された (MAFF 2001, MAFF 2002a, 

Sugiura et al., 2008)。 また、BSE サーベイランスも強化され、2008 年 12 月までに

は約 900 万頭の牛（健康牛と死亡牛）が検査されている。 

英国以外の国々におけるBSEリスクは侵入リスクと国内安定性という2種類のリスク

の相互作用と考えられている(Hogasen and de Koeijer, 2007)。侵入リスクとは、BSE

症例が発見された国から BSE に感染した物質（生体牛か飼料）を輸入することから発生

する。国内安定性とは、疾病伝播の可能性を減少させる生産管理機能を意味する。今日

まで、日本の BSE 問題において、これら両方のリスクを総合的に量的に評価した論文は

発表されていない。杉浦 (2003)は、侵入リスクだけについて推定し、1996 年から 1998

年にかけて輸入された MBM が感染源であると報告した。山本ら (2008)は、1996 年に生

まれた牛が、2001 年以前に感染した第 2コホートの感染源になったと推察したが、こ

れは門平ら（2008）の北海道の 2006 年末までに発見された 24 例を対象に分析した論文

と同様の結論であった。 そして、杉浦ら (2008) は 1980 年代に輸入された生体牛のデ

ータを使い侵入リスクを推定したところ、1996 年の MBM 使用禁止通達は、国内におけ

る感染の広まりを阻止する効果が大きかったと結論している。 

 この論文では、有病率が低いかゼロの国における BSE の年齢別発生率を推定するため

のモデル（Hogasen and de Koeijer ,2007)を応用し、北海道のデータを使った分析結

果を報告する。侵入リスクと国内安定性に関する詳細なデータを入力することで、感染

が起こった時期、臨床症状が発症するであろう予定時期を推定できる。サーベイランス
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結果にもとづく観察されたデータを使ったモデルとの比較は、国内増幅に影響するであ

ろう要因評価を可能とさせる。具体的には、管理措置の効果の評価である。さらに、モ

デルは予測も可能とさせるので、サーベイランスにおいて焦点を合わせるべきリスクが

一番高い誕生コホートを見つけ出し、BSE がいつ北海道で清浄化できるのかという推定

も可能とさせる(Willeberg 2006)。 

 

2. 材料と方法 

モデルの構造 

de Koeijer (2003) と Hogasen と de Koeijer (2007)により構築された数学モデル

にもとづき、ケース・コホートモデルを構築した。これは決定論的、非連続性の時間軸

を使ったモデルで、1年間という時間を基礎に、商業的に使われている表計算ソフトで

あるエクセルを使い、推定値の計算をする (Microsoft Excel 2002, Microsoft 

Corporation 1985 – 2001, Redmond, WA, USA) 。このモデルは、次の前提条件に基づ

き設計されている。 (1) 輸入された生体牛か MBM、あるいは両方により感染が国内に

侵入した； (2) 国内でリサイクルされた MBM により感染が広まった; そして、(3) 牛

は、国内で生産されたか、輸入された MBM により誕生年に BSE に感染した。  

このモデルでは、ある年に牛が BSE として診断された数を次の 3 つの種類に分類する

：（1）輸入された不顕性感染牛; (2) 汚染されている輸入 MBM により感染した国産の

牛;そして (3) 国内で生産された MBM により感染した国産の牛、である。輸入された生

体牛による感染期待値は、輸出国の誕生コホートの有病率、輸入頭数、輸入された牛の

生存年数により計算される。輸入された MBM に由来する感染期待値は、年間輸入量（ト

ン）、BSE 感染リスクに対応する MBM1 トンあたりの生体牛換算数として表した。リサ

イクルによる感染期待値とは、ある年の基礎増幅率 R0(t)、つまり、BSE に感染した牛

１頭をリサイクルしたことにより何頭の牛が BSE に感染するかを推定した値である。 

 

侵入リスク 

感染の最初の源、あるいは、侵入リスクは、1982 年から 2003 年にかけて輸入された

生体牛か哺乳類由来の MBM である（表１）。輸入生体牛に関するデータは、農林水産省

動物検疫年報から入手した。Schreuder ら (1997) および年報によると、日本に輸入

された時点での生体牛の年齢は、1 歳であったと推定した。1982 年から 1988 年にかけ

て 33 頭の牛が英国、1993 年には 15 頭がドイツ、そして、1990 年から 2003 年にかけて

約 5300 頭がアメリカより輸入された。 
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表１．BSE汚染国から日本に輸入されたBSEリスクとコホート推定有病率 (1980-2004) 

 

国名 輸入年  コホート   
有病率 a 

頭数 MBM リスク 
(トン) 

生体牛 
換算数 

英国 1982 2,490 5 -  

 1987 47,593 9 -  

 1988 53,867 19 -  

ドイツ 1993 19.9 15 -  

USA-カナダ 1990-2003 - 5,500 -  

デンマーク 1999 0.5 - 218 2,180 

 2000 1.14 - 24,613 246,130 

イタリア 1993 <0.01 - 20 1,000 

 1996 <0.01 - 105 5,250 

 1997 0.04 - 60 3,000 

 1998 0.08 - 5229 261,450 

 1999 3.08 - 19,349 967,450 

 2000 13.34 - 27,961 1,398,050 

フランス 1997 0.54 - 3 30 

オランダ 1993 <0.01 - 4 40 

 1996 <0.01 - 8 80 

 1997 1.00 - 4 40 

 1999 1.01 - 20 200 

スウェーデン 1996 <0.01 - 2 20 

a 100 万頭あたりの BSE 発生数として表した 
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MBM は、1993 から 2000 年にかけて豚と鶏用の飼料として日本に輸入されたが、同じ

製造ラインで牛用の飼料も製造されたので、交差汚染が起こり、牛用飼料が BSE 病原体

に汚染されたと考えられる(Yamamoto et al., 2006) 。全体としては、77,612 トンの

MBM が輸入された。内訳としては、イタリアから 52,724 トン、デンマークから 24,847 

トン、残りはフランス、オランダとスウェーデンである (Sugiura et al., 2003)。 1997

年から 2008 年の家畜センサスによれば、130 万頭の乳牛のうち、51％にあたる 86 万頭

が北海道で飼育されている。この数値より考えられる前提条件として、輸入された MBM

による感染性の半分が北海道の牛を暴露したと考えて、モデルを構築した。 

輸出した国の誕生年別 BSE 有病率を推定した後、輸入された生体牛と MBM の感染性を

計算した。これらの推定値は入手できる最良のデータである（表 1）。Hogasen and de 

Koeijer (2007)と同様に、肉牛と乳牛の区別はしなかったので、輸入した牛に関連する

リスク量を大目に見積もることになるかもれしない。なぜなら、欧州の経験から乳牛の

有病率が一番高いからである (Wilesmith et al., 2000; Ducrot et al., 2003)。英国

に関する推定値には1987年から1996年に報告されたコホート別の累積発生率を使った

（Schreuder et al., 1997)。感染した牛の 10％だけしか陽性牛として報告されていな

いので（Donnelly et al. , 2002) 、Schreuder らは発生リスクを 10 倍にした。 

 

BSE 陽性牛発生予測数と年齢 

BSE に感染した牛が何歳から発病するのかその分布を表すデータは、日本国で生ま

れたか（snative(a)）輸入された（simport(a)）牛の、両方の生存データを組み合わせて作

り上げた。これは、英国の牛の生存パターンに基づき修正した英国の誕生コホートの、

実際の発病頭数から推定された発病年齢 f(a)として推定されている(de Koeijer et 

al., 2002)。Hogasen and de Koeijer (2007)にも記載してあるように、11 歳以上の牛

には、全体の 1％以下の症例しか見つかっていないので、最高齢を 11 歳とした（図１）。  
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図１．日本の乳牛（白）の年齢による生存割合、および、輸入牛（濃灰色）と国産 BSE
感染牛（薄い灰色）が BSE を発症する割合（％） 

 

 

日本の牛の年齢分布 snative(a)は、個体識別番号データベースを統括している家畜改良

センターのホームページより入手した。日本における個体識別番号登録システムは、

2003 年 7 月にその試行が決まり、2003 年 12 月より生産分野、そして、2004 年 12 月よ

り流通分野で運用されている。2003 年 12 月以降に生まれた牛の誕生、移動などに関し

ては、信頼できる情報の把握が可能となった。年齢 a までの生存度合いは、2008 年 12

月 31 日に生存している a 歳の牛の頭数を、2008 年に生まれた子牛の頭数で割ることで

求めた。11 歳以上の牛はひとつのグループにまとめられた。輸入牛は輸入後（４歳前）

最初の 2 年間でと殺されることはない、つまり、輸入後の生存率は日本で生まれた牛と

同じであるという前提条件にもとづき牛の年齢分布 simport(a)を推定した。 
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表２：国内の BSE 伝播に関係する国内安定化指標の推定値（1980 年―2010 年） 

年 R0 k1 k2 c1 c2 理由など 

1980-1995 7.20 0.1 0.1 0.85 0.925 レンダリング方法不完全  

1996 5.77 0.1 0.08 0.85 0.925 MBM 使用禁止勧告のみ 

1997 4.34 0.1 0.06 0.85 0.925 MBM 使用禁止勧告のみ 

1998 2.91 0.1 0.04 0.85 0.925 MBM 使用禁止勧告のみ 

1999 2.20 0.1 0.03 0.85 0.925 MBM 使用禁止勧告のみ 

2000 1.48 0.1 0.02 0.85 0.925 MBM 使用禁止勧告のみ 

2001 0.77 0.1 0.01 0.85 0.925 MBM 完全使用禁止 

2002-2015 0.06 0.1 0.0001 0.05 0.525 MBM 完全使用禁止 

 
国内での増幅 
BSE 発生予測数は、その年ごとの増幅率 R0を乗じて、翌年の国内生まれの症例発生予

測数とした。増幅率 R0 は、de Koeijer ら (2004)の計算方法を使い、毎年変化する管

理措置にもとづき推定された。わが国における年間 R0 推定値と主要な安定性要因を表

２に記載した。感染源の一部分は、臨床症状を現さなかった牛(c1)、あるいは、臨床症

状を示した牛 (c2)からレンダリング過程に侵入した可能性がある。これは、BSE サー

ベイランス、死亡牛そして輸入された生体牛などの報告義務のある情報をもとに推定し

た。レンダリング後に感染が不活化されなかったであろう量(k1)については、レンダリ

ング企業や不活化実験などのデータにもとづき推定された。MBM が牛に与えられていた

割合(k２)については、諸外国の状況や次に記載する国内の管理措置を考慮して筆者ら

が推定した。1996 年 4 月以前は、レンダリングや飼料としての MBM の利用についての

条例は存在せず、SRM や MBM は、すべて 110°C/1 気圧/60 分で処理されていた。 1996

年 4 月から 2001 年 9 月の期間は、SRM がまだ副産物として再利用されていたが、MBM は

牛には与えないほうがよいという通知が生産者へ通知されていた。2001 年 10 月より、

SRM は焼却処分され、MBM を家畜に与えることが完全に禁止された(MAFF 2001, 2002a)。 

 

感度分析 

 モデルに投入された情報に関連している不確実性の効果は、現実的な範囲で値を変化

させ、基礎シナリオとの推定量を比較することで評価された。英国とイタリアの有病率

（基礎シナリオの数値を 2倍するか 2で割る）、1トンの MBM の生体牛換算数（10、５、

１と導入）、そして、増幅率（2倍するか 2で割る）を変化させることで、2010 年にお

ける発生予測数と発生がゼロとなる確率、および、1980 年から 2015 年までの期間にお

ける最大値発生数を推定した。 
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3. 結果 

図２に年ごとの BSE 発生予測数を描いた。このモデルでは、2005 年に発生がピーク

（6.81 頭）を迎える。その後、リスクは減少し、2010 年には、0.37 頭（100 万頭あた

り 1.13 頭数）となる。BSE 発生が、期待値 0.37 と同じ頻度で起こり、ポアソン分布を

すると仮定すると、2010 年に発生数がゼロとなる確率は、69％である。2015 年は 0.10

頭数の発生が予測できるが、ゼロとなる確率は 90%である。 

 
図２．1995 年から 2015 年までの予測値（薄い灰色）と実際に観察された（濃い灰色）
BSE 発生数 
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症例の年齢分布 

 

2010 年には, 11 歳以上の牛が一番多く BSE 陽性牛と診断されると予測できる(BSE 全

症例数の 36%) 。そして、この年齢群には 100 万頭あたり 11 頭陽性牛が見つかるであ

ろう(図 3)。 2010 年から 2012 年においては, 7 歳以下の症例数の割合は 48% ; 2013

年から 2015 年までは、これが 22% に減少する。 

 
図３． 年齢コホート別の 2010 年における日本での BSE 発生予測頭数（100 万頭当りの
症例数として表現） 
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異なる原因物質が生み出す BSE リスク 

 

生体牛か MBM の輸入（侵入リスク）と国内でのリサイクリング（国内暴露）の２つタ

イプの、年間の相対的リスクを図４に示した。2005 年の BSE 症例の 84％が 1993 年から

2000 年に輸入された MBM に寄与すると考えられる。また、感染牛がフードチェインに

入り込み、国内暴露を生じ、2010 年に発見されるであろう症例の 67％の原因となると

推定できる。1993 年から 2000 年にかけてイタリアから輸入された 52,724 トンの MBM

が 2005 年の年間リスクでは最大のものとなった。  

 
図４．1995 年から 2015 年における原因別による BSE 症例予測数 
（国内で生産された MBM（薄い灰色）；輸入された MBM（濃い灰色）） 
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感度分析 

感度分析の結果を表３にまとめた。2010 年に予測される発生数は増幅率 R0の変化に

よりもっとも影響を受け、増幅率が 2倍となるとリスクは 2.7 倍増える。増幅率の増加

により年毎の BSE 症例数が増えるということは、2010 年に症例がゼロであるという確

率を 36％引き下げる。イタリアの有病率を変化させることは、2010 年の BSE リスクに

対して同様の効果がある。輸入された MBM と生体牛間の換算数を減少させることは、リ

スクにはあまり影響しない。 
 

表３ 感度分析結果 

要因  2010 年のリスク 2010 年の症例ゼロの確率 最大リスク (1980-2015) 
  症例数

(C) 
差 (%)  ポワソン

(0|C) 
差 (%) 最大 

症例数 
差 (%) 

基準値 × 1 0.37 0 69% 0 6.81 0 
× 2 0.63 +70 53% -16% 12.51 +5.70 イタリアの 

有病率 × 0.5 0.24 -35 79% 10% 3.95 -2.86 
× 0.5 0.24 -35 79% 10% 3.94 -2.87 Eq 
× 0.1 0.13 -65 88% 19% 1.64 -5.17 
× 2 1.01 +173 36% -33% 10.12 +3.31 R0 × 0.5 0.21 -43 81% 12% 6.01 -0.80 

 

4. 考察（未完） 

80 年代後半に英国から輸入した生体牛、デンマークとイタリアから 1993 年～2000 年

にかけて輸入した MBM の、３つが感染源と考えられる。輸出国の有病率と汚染された

MBM 総量が日本での感染の始まりに大きく関与する。英国で最も有病率が高かったのが

1988 年で（100 頭あたり 2.3 から 5.3 頭）、輸入された 33 頭のうち、19 頭が 1988 年

に生まれている(Schreuder et al., 1997)。Yamamoto ら (2008) と Kadohira ら (2008) 

は、1996 年生まれのコホートが 2番目のコホートを生み出したと説明しているが、1996

年以前も、BSE は北海道内で低い有病率で持続的に感染が継続されていたという仮説も

否定できない。われわれの方法では、これらの輸入された生体牛が少なくとも 1 頭は

BSE 陽性牛であるという前提条件により、1995 年より 2000 年の間に、非常に低い有病

率（100 万頭あたり 0.2 症例以下）で感染が始まったと推定した。つまり、2001 年 10

月までは、アクテイブサーベイランスが始まらなかったので、感染牛を見逃していたと

いうことも考えられるからである。 

 しかし、なぜ、リサイクリングは北海道だけで起こったのだろうか。上記の仮説が正

しければ、国内のほかの場所でも感染が継続されていた可能性がある。北海道とそれ以

外の都道府県との大きな違いは酪農家の密度であるし、Kadohira ら (2008)が唯一、市

町村あたりの密度が BSE 発生と関連していることを報告している。現段階では、完全な

因果関係を説明できないが、BSE発生と関連していると考えられているMBMの総使用量、

家畜用飼料の流通量とその分布は、酪農家の密度により直接、影響を受ける。あるレベ

ルの閾値を越えると伝播が継続されるという仮説、つまり、増幅率とも関係があるが、

北海道以外の場所では、増幅率を 1 以上とする必要条件が満たされなかったと推察でき

る。 

5 年以上増幅率が低い国々（言い換えれば、BSE コントロールがきちんと実施されて

いる）では、有病率は 6-8 歳の牛で一番高いであろう。つまり、暴露量が発見年齢に影

響するので、感染量が多ければ多いほど、発見年齢が短くなるからである。このような
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理由から、日本国内で臨床的に発見される BSE 症例の発病年齢は、欧州諸国で構築され

た数学モデルに使用されていたものより高いと考えた(Hogasen and de Koeijer 2007)。  

陽性牛が発見される可能性のある誕生コホートを見つけ出し、このコホートがいつ臨

床症状を出すのかを予測するためには、われわれが提案したモデルは有効である。2006

年以降毎年、BSE 発生件数は急激に減少する。100 万頭に 1頭と発生数は非常に低いが

2015 年まで陽性牛が見つかる可能性は存在する。よって、サーベイランスの継続、と

くに、残り少ない感染牛を効率的に発見する方法へ焦点を絞っていく必要がある。北海

道の場合は、家畜分布、年齢など詳細のデータ入手が可能であるので、リスク量別によ

るサーベイランス設計が可能である。さらに、Kadohira ら (2008)が地理情報学システ

ムを使って分析した空間的 BSE 発生に関する情報を活用することで、効果的なサーベイ

ランス方法が提案できる。 
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図１　英国のＢＳＥ発生報告数の時系列データ
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図2　英国のvCJD死亡者数
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図３　Alphaの各タイム・ラグにおける数値

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

 
 

 

 

図４　英国のvCJD死亡者数の予測値と発生報告数
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図５　日本のBSE発生報告数の時系列データ

0

2

4

6

8

10

12

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

 
 

 

 

図６　日本のvCJD発生リスクの予測（縦軸の単位は1人）
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Ⅱ-４  ＢＳＥリスク分析におけるリスクコミュニケーションの役割 

―リスク評価結果を政策に反映するためにー 

門平睦代（帯広畜産大学）、小林志歩(フリージャーナリスト) 

 
はじめに 

 

食の安全に関する報道や情報は巷にあふれ、食品メーカーの消費期限改ざんや偽装な

ど食品業界の信頼を損なうニュースが相次いで世間を騒がせている。「食の安全がどの

ように担保されるのか」「何を食べさせられているのか」など、漠然と不安を感じてい

る人々も多いであろう。この理由のひとつとして、「食の安全」に関する政府の動きに

ついて一般市民はよく知らないということが考えられる。 

ＢＳＥ発生と行政の対応への反省から設置された内閣府食品安全委員会では、食の安

全性に対する政策づくりに際して重要な取り組みとして、「消費者、食品関連事業者、

メディアなど関係者相互間の情報,意見を多方面に交換し、施策に国民の意見を反映し

ていくリスクコミュニケーション」を挙げている（食品安全委員会 2004）。同委員会

には、このリスクコミュニケーション（以下リスコミとする）を改善していくための専

門調査会が組織され、平成 15 年 9 月からリスク専門家や食品業界、メディアを代表す

る委員によって議論が重ねられるとともに、各地で意見交換会が開催されるようになっ

た。平成 18 年 6 月までにこのような意見交換会は全国各地で 229 回を数え、参加者は

のべ 3 万 7 千名にのぼり、ＢＳＥ関係だけでも 131 回開催された（食品安全委員会 

2006）。また、地方自治体もリスコミを重視している。例えば、農業が盛んな北海道で

は、「食の安全・安心条例」を定め、「消費者、生産者が食の安全、安心について相互

理解と知識を深め、参加しやすく自由に意見を述べられる仕組みを進めるとともに、そ

の機会を増やす」としてリスコミの効果的な実施を施策のポイントに挙げている。  

食品安全委員会は、１）関係者はそれぞれ食品の安全性に関する情報を｢迅速に、必

要な内容をすべて、わかりやすく、正確に｣共有するとともに、各プロセスの透明性を

確保し、「逃げるな、隠すな、嘘つくな」を原則とすることが重要であり、２）食品の

リスクとその低減措置についてすべての関係者のあいだで話し合って共通理解を得る

ように努力し、それぞれの責務、役割に応じて参加し貢献することの２点を指針として

いる。具体的に実行すべきこととして、①リスコミを支援する専門家の養成や訓練、②

消費者ほか関係者の質問に答える窓口の設置、③行政各部門の連携、④問題の指摘や対

案の立案への関係者の参画、⑤情報や意見の交換の強化やメディアとの協力の促進、⑥

食品のリスクに関する基礎的な問題を関係者が議論する場の設定、が提案されている。 

このように、国や自治体レベルでリスコミがようやく活用され始めたが、一般市民に

情報が浸透していない現状は否めない。北海道が平成 20 年 11 月に実施したＢＳＥ全頭

検査に関するアンケートでは「全頭検査がないと安心できない」「発生原因が不明」と

いうことを理由に、5割を超える人が全頭検査の継続が必要と回答し、道は消費者不安

に配慮して全頭検査を 21 年度も継続する方針を固め、予算案に検査費 5 千万円を計上

した。（北海道新聞 2009）。 国のリスク評価が自治体の政策に反映されない状況は

北海道のみならず、平成 20 年の時点では、36 道県が自主検査費用を予算案に計上した

という（毎日新聞 2008）。つまり、リスク評価やリスコミの取り組みが政策に生かさ

れていない現状が現在まで続いている。リスコミ専門調査会でも以前から、「今まで実

施した意見交換会で得られたものを今後の効果的なリスコミ手法の提案につなげるた

めに、意見交換会の実質的な取組の内容と成果、教訓について十分に吟味していく必要

がある」と実効性を高める工夫が必要であることが指摘されてきた。 
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 本稿の目的は、平成 19 年に開催されたＢＳＥ意見交換会での参加者の意見などを素

材とし、食の安全をめぐるリスコミの取り組みの内容を具体的に検討することを通じ

て、リスク評価結果をリスク管理側の政策に反映させるためになにが必要なのか、また、

その解決につながる新たなリスク評価手法の開発など、問題点を探ることである。 

 

材料と方法 

 

下記に詳しく述べるが、19 年度に実施されたリスコミ（全国と北海道）と、一定時

間内での情報入手量について著者らが実験的に試みた事例を本論文の材料として用い

た。 

 

事例１．平成 19 年 4 月 23 日から 27 日にかけて、食品安全委員会が東京、大阪など４

都市で開いた、専門家と消費者の意見交換会「食品に関するリスクコミュニケーション

～我が国に輸入される牛肉等に係る食品健康影響評価の実施について～」で出された意

見。今回取り上げる意見交換会の内容は、主催者によるまとめ（概要：A4 用紙に 1枚）

がホームページ上に公開されている（食品安全委員会 2007）。今回、4 ヶ所での意見

交換会で出された意見（アンケートを含む）の改訂前の整理表を入手し、ＫＪ法による

まとめを試みた。整理された意見は 189 件あり、うち 79 件がアンケートに記入された

ものである。１件の中に複数の異なる事項に関する意見が述べられているものが多く、

個別の意見ごとにカードを作成すると 255 枚になった。本稿では、外部の視点を生かし

て、主催者側のまとめに取り上げられることのなかった主題以外の事柄に関する参加者

の発言や意見に焦点をあて、できる限り、意見を出した参加者の言わんとするところを

汲むことを目指した。 

 

事例２．平成 19 年 11 月に北海道内 4ヶ所で開かれた道主催の「牛海綿状脳症（ＢＳＥ）

検査についての意見交換会」での質疑応答や参加者の意見、および道庁が公表したアン

ケート調査結果を用いた（北海道庁 2008）。著者らは、そのひとつである帯広会場に

参加した。 

 

事例３．事例１の意見を集約したものから、「不安」をキーワードに、下記①から⑤の

５つの質問を設定し、公的な情報源から答えを探すことにした。食品安全総合情報シス

テム（食品安全委員会）と厚生労働省のホームページでの検索を実施し、リスクに関わ

る質問①～③については、食品安全委員会の「食の安全ダイヤル」に電話での問い合わ

せを行った。 

 

①スーパーや肉屋の店頭に並んでいる外国産の牛肉のリスクがどれほどのものな

のか 

②諸外国では、日本と同様の安全措置が確立されていないのではないか 

 ③米国産の牛肉が、メキシコなど第 3国を経由して輸入されるのではないか 

 ④表示義務のない加工食品に使用された肉の安全性についてはどう考えればいい

のか。 

 ⑤全頭検査縮小の根拠は何か、そもそもリスクが小さいということであれば、今ま

で全頭検査が行われて来たのはなぜなのか。 
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結果と考察 

 

１．事例１ 

分析結果を図１に表した。輸入牛肉への不安を反映した意見は 34 件と最も多く、ス

ーパーや肉屋の店頭に並んでいる外国産牛肉のリスクがどれほどのものなのか、との問

いに集約できる。諸外国では、日本と同様の安全措置が確立されていないのではないか、

特に外国の屠殺施設の状況や法令遵守の実態についての懸念が述べられ、これは主題で

ある自ら評価を歓迎する根拠となっている。米国産牛肉については、政府が輸入再開に

踏み切った直後に、危険部位が混入する、という重大な違反が発覚したことから、不信

感が根強いことがわかる。中には、「意見交換そのものが政治的圧力では」と疑う人、

米国産の牛肉が、メキシコなど第 3 国を通じて輸入されるのではないかとの不安も出さ

れた。また、近年法令違反が報告されている中国産については、多くの食品の原料供給

国となっていることもあり、安全性に不安を感じている人が多い。他の国より優先して、

リスクの評価を行って欲しい、との意見があった。身近な問題であることを反映して、

「家族が購入した加工食品の塩生牛タン（冷凍）が中国産で不安を感じた」と具体的な

事例も挙がっている。そうした実態についての専門家の説明をリスコミに求めて、参加

している人がいることがわかる。また、加工食品に原産地表示義務がないために、外食

などで知らず知らずのうちに口に入っている事実が不安、とした人も多くいた。表示義

務のない加工食品に使用された肉の安全性についてはどう考えればいいのか、という不

安である。食品業界による度重なる産地偽装や法令違反が国内外を問わず、連日ニュー

スとして伝えられる中、「事実を知らされていないのでは」という消費者の疑念を反映

したものといえる。今回の主題に沿って、国別にリスクや安全性についての評価が公表

されても、加工食品として産地が不明のまま消費されるのであれば、評価の実効性が低

くなってしまうという意見は的を射たものと言える。確かな情報を得た上で自らが選択

したい、という意見も複数出された。消費者が安全性を判断する信頼できる「物差し」

を求めているのがわかる。 

 
 

図 1 平成 19 年 4 月実施の意見交換会「食品に関するリスクコミュニケーション～

わが国に輸入される牛肉等に係る食品健康影響評価の実施について」で得られた意見の

図解 
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 事例１の意見交換会で参加者から出された意見の中に、「参加者に主旨が理解されて

いない」という発言があった。ある参加者は、意見交換会の目的を「生産者に配慮しつ

つ、消費者に定量データを提供すること」と述べているが、参加者の立場によって「こ

ういう会であって欲しい」と望む意見交換会のあり方は異なる。「評価を実施するかど

うかでなく、評価実施後の結果のリスコミと誤解していた」、「評価を行うことの是非

を国民に問うことは理解しにくい」との意見もあった。会議の主題そのものに関連して、

最も多かったのは、わかりやすいかたちでのリスク情報を求める声（36 枚）だった。

リスコミの目標として掲げられたように、リスクに関する情報を共有した上でそれぞれ

の立場で参加・貢献する、というあり方の前提となる情報の受け渡しが不十分、と感じ

ている人が多いことがわかる。意見交換会の会場での資料提供のあり方についても改善

すべき点が指摘された。主題の「輸入牛肉の安全性についての評価の実施」について、

評価の是非をめぐる発言・意見では、賛成の声が大多数であったが、評価の実効性を疑

問視する意見も少数あった。また、個別の発言を紹介するかたちで、評価のすすめかた

に関する意見 10 件、評価項目についての意見 10 件、評価の優先順位に関する意見 5件

を紹介し、「その他の事柄」として、国際基準に関する意見 3件、リスコミ推進に関す

る意見 4 件、その他 6件が付記されていた。さらに、個人名を挙げての批判は伏せ字に

するなどの修正を加えた上で 91 の意見がウェブ上に公開されている。意見を逐一並べ

て見渡してみると、会が主題として掲げている評価の是非を述べる以外の意見が数多く

寄せられていることに気付く 

 議論の前提となる基本的な事柄についての質問も出ている。BSE について「よく知ら

ないから不安」とし、人体へのリスクがどれほどのものなのかを知りたい、という意見

も出された。一般的に食の安全に関心が高い人が参加すると思われる意見交換会の出席

者から、こうした意見が出ることを見れば、一般の消費者のあいだで、BSE についての

知見が広く共有されていないことが推測される。北海道内では 36 例目の BSE が報告さ

れたが、メディアに大きく取り上げることはもはやなくなった。「BSE 問題は収束しつ

つあるのか」との質問も出たが、メディアが話題に取り上げるかどうかや報道量が、問

題の深刻さについての人々の判断を左右するという指摘もある（合崎ら 2006；  Mazur 

1981）。 

上記に関連して、国内の BSE 対策をめぐる意見は 13 件あった。対策の中心となって

きた全頭検査について「安全性重視の国民性に沿った対策」として評価する意見が 5件

ある一方で、「科学的でない」「過剰で税金の無駄遣い」との批判も 8件あった。政府

は、生後 20 ヶ月以下の牛を対象に、都道府県が自主的に行うＢＳＥ検査に対する全額

補助を平成 20 年 7 月末で打ち切るとしていたが、その根拠は何か、そもそもリスクが

小さいということであれば、今まで全頭検査が行われて来たのはなぜなのか、という説

明が少ないことも、不信感につながっているようだ。こうした行政や施策への意見がど

のように伝えられ、汲み取られるのかということも重要だ。つまり、意見交換会で出さ

れた反応を投げ返されたボールとすれば、それをどう受け止め、次の意見交換会で参加

者にどのように投げ返すかということを議論すべきなのである。その意味において、ま

ずは最初に、意見交換会の内容がその後どのようにまとめられ、専門調査会で報告され、

政策に反映されるかを参加者各位にとって見えやすいしくみで伝えることが望ましい。 

 ある参加者は「検査は安心のためで、安全性の確保とは別問題」とする食品安全委員

会の見解について、厚生労働省、農水省などリスク管理を行う行政との整合性がない、

と疑問を呈した。こうした意見は、リスク評価のあり方の改善も促すものと言える。現

在の科学による知見が不完全であることを認めず、専門家の見解をもって評価に足ると
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するのではなく、リスク評価の段階から、様々な現場を含めた関係者からの意見を求め

て参加型の協働作業としてリスク評価を行う方向性も考えられる。 つまり、異なる立

場からの多様な意見が存在する中、それを政策に反映すべく要約する作業は、専門家や

行政のみに任されるのではなく、消費者、生産者、流通業界、リスク専門家など異なる

立場の代表者が、円卓で集中的に議論し、政策提言の形にまとめて専門調査会や政策決

定の場に伝えるべきである。 

 

２．事例２ 

交換会で出された意見などを表１と図２として集約した。100 人が参加した帯広会場

では、ホルスタインを肥育する生産関係者から「テーブルミートとして、輸入牛と競合

している『国産若牛』4 万 5千頭の販売に影響するし、『安心』を求める消費者意識を

考えると不安」との意見が出された。「道は国に対して検査助成継続を強く求めるべき」

と強い調子で訴える人もいた。消費者団体の代表は「安全安心のために検査はぜひとも

継続を」と求め、別の消費者は「研究者の間にも意見の相違もあるのだから、今の検査

水準を保つべき」、「外圧を受けて検査が縮小したのでは」と行政への不信感をにじま

せた。「リスクコミが早急過ぎるのでは」と疑問を呈する声もあった。約１時間にわた

り、それぞれの疑問点や意見・立場が述べられたが、行政の主催によることも作用して、

発言者の多くは、自らの見解や主張を単に行政側に伝える機会ととらえているようにも

見えた。個々の発言に対して議論が深まることはなく、主催者側は意見を受け止めるだ

けに終始した。 

食品安全委員会の招きで講演したことのあるカナダ・ビクトリア大のコンラッド・Ｇ．

ブルンク博士は、リスコミは「食品の安全性について確かな判断をするのに必要な情報

提供を行うことが本来の役割」としている。しかし、帯広での意見交換会を例に取れば、

参加者 100 人のうち、生産者、流通関係者などが多く見受けられ、パネリストなど主催

者に招かれた消費者団体関係者を除く一般の消費者はたった 4人だった。実際に日々家

庭の食卓に上る食品を選ぶ機会の多い主婦層の姿はほとんど見られなかった。新聞など

メディア各社は来場していたが、後日掲載された記事の扱いは小さく、具体的な内容は

伝えられていなかった。 

主催者は、「牛肉のＢＳＥリスクは飼料規制や特定危険部位除去で非常に小さくなっ

ている」、「全頭検査にも限界があり、20 月齢以下は検査しても意味がない」との科

学的な知見を、食の安全について関心を持ち、食品を選ぶ立場にある一般市民が不在の

まま、伝えたという実績だけを作った。せっかく様々な意見を持つ市民が一同に会して

意見交換や議論の機会を設定しながら、適切な進行がなくては税金と時間の大きな無駄

遣いになってしまう。第三者の立場で会場の議論をまとめる仲介役として、行政、民間

を問わずリスコミを担える人材の育成が急がれる。新しい科学的知見や、対策によって

変化するリスクの現状について市民に幅広く伝えるためには、より参加しやすい会場設

定の工夫も必要だろう。例えば、食の安全に関心の高い主婦（夫）らが関心を持つよう

な料理教室や講演会などのイベント会場で意見交換会を行ってみる、消費者団体の会合

に出向くなどの方法も考えられる。また、テレビの情報番組とのタイアップや、フリー

ペーパーなど身近な地域のメディアを活用するなども効果的だろう。 



 

49

食料自給率向上・国内生
産者支援を
↑
道独自でも検査継続し道
産牛の安全PR
↑
（生産者・消費者の多数） （生産者・消費者）

←だから感染経路・原因究明不足

（生産者・食品関連業者）

← る！

まだ「全頭」検査必要
検査コスト上乗せ？検査なし
で売れる？ →

牛肉離れ・消費低下懸
念
畜産不信につながる

←だから

消費者一般の理解度
低い → 時期尚早

む？
（消費者） ↓

BSEは未解明部分多い

←だから「リスク低い」では不安！ 足りないもの・課題は？「全頭」検査があるから牛
肉を安心して食べられ
る！ ⇒

BSEリスクの正確で
わかりやすい情報

（消費者団体）

食の安全は政府の責任 消費者の学ぶ機会
政府はいつも対応鈍い 消費者の視点で！
安全にコストを惜しむな

１００％安全を保証して！
検査以外の対策につい
ての丁寧な説明

（政府・各所属少数） ↑↓<対立> 幅広く伝える工夫

１００％安全はない

←だから（政府・各所属少数） さらなる情報公開
リスク小さい・税金無駄

検査見直しを！ →
情

層） ＋
ただし リスコミを充実させて ⇒ 的確な報道

→ て OIE評価も

飼料規制の徹底
しかし↓ 輸入飼料の監視 ⇒ 万全の手抜き対策？
コストで行くと安全宣伝よ
り検査が安いのでは？ 輸入肉の厳しい安全管理 ⇒ 表示の強化を！

（生産者・行政）

図2　北海道意見交換会で出された意見

北海道ホームページ
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ns/tss/rakuchiku/bse/bse-ikennkoukann.htm
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表１．北海道の意見交換会アンケート 

「今後の BSE 検査対応の検討にあたり行政に望むこと」に寄せられた主な意見まとめ 
全頭検査（２０
か月齢以下） 理由・検査見直しの時期など 要望 感情

生産者 継続すべき 食の安全・安心確保は行政(国）の責任 検査費用は税金でまかなう BSEは国の失政が原因

原因究明が不十分 本気で原因究明を
未解明の点多い 生体で検査できる研究を
２０か月の線引き、科学的根拠不明 外圧によらない判断を

道産牛肉の安全をアピールするチャンスに 道独自で費用負担もあり
ホルスタインから消費者が離れる
消費者にとって、検査は分かりやすさがある
２１年度の３か年で終了しては
OIEの清浄国となるまで
消費者が理解するまで 消費者に対する食の教育を
BSEリスクが完全になくなるまで 輸入飼料の安全確保徹底を リスコミの結果を反映して

一般消費者の意見把握を 一般消費者にBSEへの懸念

輸入牛肉の安全管理徹底を はあるのか？

止めてもいい 肉骨粉の曝露がないなら リスコミを評価

国際基準で検査を 途中で検査打ち切りは不安増大
消費者 継続すべき 税金を使うべき；コストより安全重視を 食糧自給の問題も重視して 薬害問題の二の舞は困る

原因究明のために
SRMを完全に除去できると言い切れるまで
１００％安全になるまで検査を 原因を公表して
不安が大きい わかりやすい情報を 資料わかりにくい

一般向けの情報提供を
止めるべき リスクが小さい マスコミを通じた情報発信を 感情論は要らない

加工品の表示を
食品関連
事業者

継続すべき BSEの発生が完全になくなるまで
消費者が理解するまで最低４-５年；段階的な
措置を

BSEに限らず消費者教育の充
実を 外圧による決定明らか

道内ホルスタインの消費低下心配 民間が混乱しない結論を
意見交換会を増やして結論を
導くべき

止めるべき 検査は食肉の安全検査ではないことを周知するマスコミを通じ、安全性のPRを
より正確な報道必要
情報公開の充実を

行政 継続すべき 廃止すれば風評被害が起こる 国内生産者支援を
道産ブランドPRのためにも２年程度は 検査費用の生産者負担もあり
３-５年は継続し、データで理解してもらう
リスクの周知で不安が減れば、全国一斉に検
査見直しを
OIE清浄国になるまで
安全宣伝をするより、検査のほうが安い
消費者の理解がまだ リスコミを改善すべき

止めるべき ２０か月齢以下は税金の無駄
積極的な情報公開を
飼料の安全確保重要

その他 継続すべき 疑わしきは罰するが食品衛生の基本 偽装問題もあり不安

まだ発症の推移を見守る時期
消費者の理解が得られるまでは

止めるべき 税金の無駄 消費者・マスコミへのリスコミを
安心ではなく、安全対策に集中を；リスク小

止めてもいいが…どのように消費者に的確に伝える？
原因究明と消費者が納得でき
る丁寧な説明を

検査済・無による影響を懸念 輸入国の都合優先は問題

飼料規制（輸入飼料監視）等の万全を期す

消費者の理解がすすんでいないこと、情報が伝わっていないことを問題視した意見。
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３．事例３ 

ホームページ等の検索や印刷にかける時間はそれぞれ１時間とした。印刷物やウェブ

等を通じた公的な情報提供もリスコミの重要な部分であるが、消費者として不安を感じ

て対処すべきもの、不安を感じていたけれど根拠のないものを見分ける手がかりとなる

情報が示されているかどうか、検索して見つかった情報を表２にまとめた。 

食品安全総合情報システム（食品安全委員会）は、ひとつひとつの情報を取り出すの

に時間がかかるが、メディア関係者や市民団体、学生など情報検索に時間をかけられる

人なら、求める情報を得ることができる。食品安全委員会の検索システムの対象が一部

の関心を持つ層との想定なら、ニーズは満たしていると言える。ただし、リスク評価機

関としての、政治的配慮のない科学的知見を求めて、こちらに来ている消費者にとって

は不親切な面もある。検索や調査に慣れていない一般市民にとっては、「場違いないと

ころに迷い込んだ」という感じを受け、結局多くの人が情報を活用しやすい状態にはな

っていない。 

食品安全委員会によるメールマガジンでの情報提供や、各専門調査会会合の議事録公

開など、現在進行形の議論が公開されていることは大いに評価できる。今回、利用した

食品安全委員会の「食の安全ダイヤル」は、予想以上に対応もきめ細かく、わかりやす

く説明してもらえた。また、関連の情報がどこで得られるかについても積極的に情報提

供する姿勢で対応してもらえ、消費者の疑問や知りたい気持ちに答え、消費者が情報を

得て自ら判断するあり方に寄与するものと思われる。情報を一般向けにわかりやすく伝

える役割を、リスク評価機関がどこまで、またどのようなかたちで担うのがのぞましい

のかについても見極める必要がある。 
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表２ 1 時間（調査時間）で得られた牛肉の安全性に関する情報（電話とホームページを使用） 

 食品安全委員会（太字は食の安全ダイアルを使い電話で入手した情報） 厚生労働省・農林水産省 

店

頭

の

外

国

産

牛

肉 

・「牛肉を食べても安全」（Ｑ＆Ａ・2006 年 3 月更新）＊根拠は SRM の除去・焼

却、発生国からの輸入禁止。肉骨粉の使用禁止などごく基本的な内容。 

・ＢＳＥ問題は、食品の安全・安心に関する問題の中で、最も国民の関心が高く、

社会的影響の大きい問題のひとつである。一方、ＢＳＥは科学的に解明されてい

ない部分も多い疾病であることも事実である。このような多面性、不確実性の多

いＢＳＥ問題に対しては、リスク管理機関は、国民の健康保護が最も重要との認

識のもと、国民とのリスクコミュニケーションを十分に行った上で、ＢＳＥ対策

の決定を行うことが望まれる。（平成 16 年 9月） 

・検査にも限界があり、100％安全とは言い切れないが、SRM が除去された肉につ

いてのリスクはある試算によると 1 億人に 0.1 人など非常に小さい。意見交換会

等での流通業者の発言によると、輸入に際して加工状況や衛生面などを確認した

上で申請するとのこと。リスク管理機関が水際検査などによってリスクを最小限

にする取り組み 

・BSE 検査に加え、加工時に脊柱を外していることから従来から安全性が確保されている。 

・2001 年（平成 13 年）10 月、と畜場における特定危険部位の除去、焼却を法令上義務化。牛の月

齢の確認ができなかったこと、国内で BSE 感染牛が見つかり不安が生じたことで全頭検査を全国一

斉に開始し、スクリーニング検査（平成 16 年に月齢 21 ヶ月以上の牛を検査対象とする法改正） 

・1996 年以降、高発生国の英国からは牛肉等（内臓とその加工品含む）の輸入自粛指導 

・2001 年 2 月 15 日以降、EU 諸国等からの牛肉、牛臓器とそれらを原料とする食肉製品の輸入禁止

措置（以上 厚生労働省ホームページ） 

外

国

の

安

全

措

置 

・EU、米、カナダとの比較表あり（上記Ｑ＆Ａ「日本の BSE 政策」の回答部分。

情報古いまま） 

・米・カナダでは施設の確認等が行われたが、その他の国については現在は情報

はない。関心が高い問題であることから、食品安全委員会でも意見交換会での意

見を踏まえ、今後米国・カナダ以外の輸入国について自主的なリスク評価を行う

ことになった。現地大使館などの協力を得ながらすすめる。参考に OIE のランク

付けを送付する。輸入許可や検査の詳細は農水省・厚労省の管轄。 

 

全

頭

検

査

縮

小 

・リスク評価要請を受けプリオン専門調査会で議論し、評価結果として、年齢引

き上げに関わるリスクの差が非常に低いレベルの増加にとどまるとしたこと（モ

ニター意見への回答） 

・リスク管理機関の管轄だが、当初から全頭検査は期限付きの措置で、期限切れ

に伴い縮小されたと聞いている 

 

第

3

国

経

由 

米国における BSE の発生に関しては発生直後から情報収集、分析に努め、プリオ

ン専門調査会において米国における BSE 対策の国際専門家調査団の団長から調査

報告書の説明を受けるなど議論を深めてきた。日米 BSE 協議によって設置された

ワーキンググループに米国産牛肉の輸出入に係る技術的・専門的事項についての

協議にオブザーバー参加 

「外国で生まれ、国内で飼育された牛については、国内における飼養機関が外国（2 カ国以上の外

国において飼養された場合には、それぞれの国における飼養機関）より長い家畜を国内でと地区し

て生産されたものの原産地は「国産」となる。原産地の異なるものを混合した場合はそれぞれの原

産地を表示する必要がある」（モニター質問への農水省コメント） 

加

工

食

品 

 

【関連】輸入実績資料あり（14 カ国から牛肉・内臓類を輸入）（プリオン調査会

会合資料） 

「加工食品については平成 16 年 9 月に、原料の品質が製品の品質に大きな影響を与えるものとし

て、生鮮食品に近い 20 食品群を原料原産地表示の対象とした（平成 18 年 10 月に完全義務化）。

「調味した食肉（味付けカルビなど）」「合挽き肉」「成形肉（サイコロステーキ）」などの牛肉

加工食品も対象」なお、加工度の高い加工品（例えば、ハンバーグやレトルトビーフカレー）につ

いては、その製造過程、原産地の異なる部分肉が混合して使用される場合があり、原産地把握が困

難であるものも含め、産地に関する表示を義務付けることは困難であると考える」「平成 17 年 3

月に閣議決定された『食料・農業・農村基本計画』に基づき、17 年 7月に「外食における原産地表

示に関するガイドライン」を策定し、自主的に取り組むための指針を示し、普及に努めている」（モ

ニター意見への農水省コメント） 
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おわりに 

 

異なる立場の関係者による議論の前段として、意見交換会の目的・主旨はもちろん、

主催者がリスコミを通じて何を目指すのかも含めて、開催が決まって参加を呼びかける

段階から当日までにしっかりと共有することが必要であろう。とはいえ、主題から外れ

た意見を排除するような雰囲気は、リスコミが目指す参加者相互による情報交換や提案

の妨げになりかねない面もあると思われる。当日の会場では、限られた時間内に参加者

の多くが期待する情報のやりとりがなされるよう、進行役によって適切なファシリテー

トが行われることが、参加者の満足度、それによってその後の参画を左右する。 

 意見交換会において、主催者に対し、今後のリスコミのあり方について改善を促す具

体的な意見や提案が出されていることは、リスコミが今後発展する可能性を感じさせ

る。参加しやすい日程設定や開催地を増やして欲しい、事前広報や、資料の事前送付な

ど積極的な提案からは、意見交換への参加意欲・期待がうかがえる。またパネリストや

参加者の選考について、会場や当日の進行など運営面について、事務局への注文や提案

も出されていた。こうした提案を見れば、意見交換会そのものを現在の行政主導から、

関係者の代表がより企画に参画するかたちに移行することも考えられる。少なくとも、

上記のような主催者への改善提案が、次回以降の開催にできる限り反映されることに期

待したい。そうした主催者側の姿勢が伝わることで、行政やリスコミの取り組みへの信

頼につながると考える。現状では、「少人数の参加では、実績として不十分」というよ

うな、行政による実績づくりに利用されるのでは、との疑念も表明されている。主催者

は、会場で出た意見が後日どのように政策決定の場で活用され、政策に反映されるのか

を明確に示す必要がある。 

「水と安全はただ」と言われた日本に住む多くの人にとって、リスクとは何か、また、

リスクをだれが負うのか、ということはさほど認識されて来なかった。しかし、食の生

産・流通現場での偽装や汚染に対し、行政のチェック機能がまったく機能しなかった現

実が次々明らかになる中、「行政の然るべきチェックがなされているはず」「大手が売

っていて皆が食べているのだから大丈夫」との認識が通用しなくなり、以前はピンと来

なかった食のリスクは急速に身近なものとなった。 

行政側が「安全・安心」を強調するあり方から、「リスクや不確実性も含めた情報提

供」に移行しようとするなかで、リスク評価機関に求められる役割は大きい。リスク管

理機関である行政に選ばれた専門家の限られた議論を評価として政策の根拠に据える

のでは、リスク評価・リスコミともに形骸化する恐れがある。今後は、リスク評価の過

程から、多くの関係者が参画することによって透明性を高め、行政主導によるものとい

う消費者側の不信感を払拭すると同時に、評価結果そのものをわかりやすいものにする

ことが必要であろう。そして、このような試みが消費者も含めた一般から議論や意見が

確実に政策に反映されるという流れが担保されて、初めて、リスコミが本来の機能を発

揮し、市民が行政と共に担う参加型の社会づくりが前進する。 

 立場の異なる市民の意見を政策に反映させるには、その場限りの意見交換会でなく、

継続的に議論を重ねる中で、市民が理解を深められるような取り組みも重要である。そ

の観点から、遺伝子組み換え食品について、平成 18 年度に道がＮＧＯなどと協力して

開いた「ＧＭコンセンサス会議」（北海道庁 2006）のように、市民の代表がその場限

りでない議論を積み重ね、政策提言を行うというプロセスは有効と思われる。また、道

内外の研究者が中心となって進める「遺伝子組換え作物対話フォーラム」（吉田 2008）

のような科学的知見と市民、行政をつなぐ実践にも、現在のリスク評価手法を改善する

ヒントが多く含まれている。 



 

54

 

引用文献 

 

合崎英男、澤田学、佐藤和夫、吉川肇子（2006）、生産情報公表牛肉および BSE 検査済

み外国産牛肉の消費者評価－選択実験による接近－、農業情報研究、15：293‐306 

 

北海道庁（2006）、ＧＭコンセンサス会議、

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ns/shs/shokuan/gm-consensus.htm）（平成 21 年 3

月現在） 

 

北海道庁（2008）、牛海綿状脳症（ＢＳＥ）検査についての意見交換会、

（http://www.pref.hokkaido.lg.jp/NR/rdonlyres/7D99C24B-E999-4683-8D7E-77C47

01E55B3/0/gaiyoukekka.pdf）（平成 21 年 3 月現在） 

 

北海道新聞（2009）、道、全頭検査を継続 ＢＳＥで単独事業 消費者不安に配慮、北

海道新聞 2009 年 2 月 7 日朝刊 

 

毎日新聞（2008）、本紙全国調査 36 道県が検査継続、毎日新聞 2008 年 3 月 2 日、東

京朝刊 

 

Mazur, A. (1981), The dynamics of technical controversy, Communications Press, 

Washington, D.C. 

 

食品安全委員会（2004）、『食の安全に関するリスクコミュニケーションの現状と課題』、

http://www.fsc.go.jp/iinkai/riskcom_genjou.pdf （平成 21 年 3 月現在） 

 

食品安全委員会（2006）、『食の安全に関するリスクコミュニケーションの改善に向け

て』、 http://www.fsc.go.jp/senmon/risk/riskcom_kaizen.pdf（平成 21 年 3 月現在） 

 

食品安全委員会（2007）、食品に関するリスクコミュニケーション～我が国に輸入され

る 牛 肉 等 に 係 る 食 品 健 康 影 響 評 価 の 実 施 に つ い て ～ 、

http://www.fsc.go.jp/koukan/risk1904importbeef/risk1904_ankeito_kekka.pdf） 

（平成 21 年 3 月現在） 

 

吉田省子（2008）、「遺伝子組換え作物対話フォーラムプロジェクト」って何ですか？

科学技術コミュニケーション 3：161‐168 

 



 

55

 

Ⅲ サーベイランス 

―効果的なサーベイランス方法の開発― 

（門平睦代：主任） 

 
 

この章では、まず、BSE および家畜疾病サーベイランス方法の評価方法に関する一事

例（Ⅲ-１）を紹介し、これまでのリスク評価研究成果を考慮した、リスクにもとづく

サンプリング方法（Ⅲ-２）および効果的な新サーベイランス方法（Ⅲ-３）について提

案する。 

 

 

Ⅲ-１ BSE サーベイランスの評価 
 

一定の評価手法は確立されているが、ひとつの方法で評価されるべきではない。つま

り、ある国における家畜疾病サーベイランスとは、国策にあった独特なスタイルを持っ

ているべきであるからである。しかしながら、BSE のように世界的な問題である疾病に

関しては、世界基準に適合した部分もサーベイランスの構成要素に含まれるべきであろ

う。 

 

OIE terrestrial Code によるサーベイランスのゴールとは、①自国内に BSE が存在

するかどうか確認する、②OIE による公的“BSE ステータス”審査のための情報を提供

する、③コントロール方法が効果的であるかを評価するためのモニターである。また、

サーベイランスの目的は、①もし BSE が存在するならば有病率はどれほどか、②もし

BSE が数年存在したのであれば、有病率は下降しているのか、上昇しているのか、③空

間的にはどのように分布しているのか、BSE フリーの地域（ゾーン）はあるのか、④BSE

陽性牛の年齢分布は変化しているのかである（Rev. sci. tech.Off. int.Epiz., 

25(3):937-950, 2006）。 

 

サーベイランス計画基準（USDA, 2006）には、フィールドで症例を発見・報告するこ

と、また、BSE 検査を担当する獣医師からも情報を聴取することが重要であると記述さ

れている。このことを踏まえて次に報告する「ワークショップ開催」となった。国内で

実施されている BSE サーベイランスを評価するためには、まず、サーベイランスの目的

が何なのかを明確にする必要がある。参加者からも出されていたように、ゴールをしっ

かり決めて、どのような戦略で進めていくのか、リスク管理機関が徹底した情報公開に

務めることが重要である。清浄国につながるゴールを明確にし、それを消費者にきちん

と説明し、全頭検査からリスクの高い集団のみの検査へ移行していく必要性が、今回の

ワークショップにおいて，参加者である現場で働く獣医師から提案された。 
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ワークショップの獣医疫学研究への応用 

－BSE サーベイランス評価を事例として 

 

門平睦代（帯広畜産大学）、堀北哲也（千葉 NOSAI） 
 

はじめに 

 

ワークショップとは直訳では「仕事場」を意味するが、頭だけでなく、体や心を使

い、参加者が主体的に参加・体験する学びの場である(中野、2001)。学会などで使われ

るワークショップという名称は「研究集会」を意味することが多い。しかし、本来のワ

ークショップは、講師が参加者に向かって一方向的に話をするのではなく、参加者がお

互いに話し聴き啓発しあう学びの場である。海外では，ワークショップや参加型調査手

法（プロジェクト PLA 編、2002）を使いながら、コミュニティー主導型公衆衛生研究な

ど、住人の意見や観察記録に重きを置いた疫学研究が実践されている（Leung et al, 

2004）。つまり、ワークショップは疫学研究のための情報収集方法のひとつと位置づけ

られる。 

本稿で紹介するワークショップの事例は、BSE サーベイランス評価に関連する情報

収集のために実施された。BSE サーベイランスは、リスク分析を構成するリスク評価や

リスクコミュニケーションとも密接に関係するので、消費者だけではなく生産者や獣医

関係者など、それぞれの立場からの意見の聴取と、すべての関係者間での情報共有が必

須となる(Lynn, 2007)。さらに、サーベイランス基準マニュアル（USDA, 2006）によれ

ば、検査に関わる獣医師の意見やアイデアも尊重すべきとの記述もある。 

本稿では、BSE サーベイランス実施体制の一員である現場獣医師から、現場での問

題点や改善方法に関する意見やアイデアを入手することを目的として実施したワーク

ショップを紹介する。具体的には、ワークショプの実施内容，およびワークショップの

成果である現場での問題や解決策を報告し、ワークショップの疫学研究への応用の意義

について考察する。 

 

方法 

 

このワークショップは 2008 年 12 月 13 日、東京にて実施した。参加者は、BSE サ

ーベイランスに直接（食肉衛生検査所と家畜保健所）、あるいは間接的（大動物家畜診

療）に関わる獣医師 14 名である。表１にワークショップの内容と時間配分を示した。

冒頭でワークショップ参加者の四原則，グランドルール，会の目的および流れを参加者

に説明した（表２）。今回のワークショップでは，まず「対話」についての人間関係ト

レーニングを行った。その後，BSE サーベイランス，とくに全頭検査に関する問題点等

の意見を収集し，その解決策について話し合った。 
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表１ ワークショップの内容とその時間配分表 

 

開始時刻 終了時刻 実 施 時 間

(分) 

ワークショップ内容 

10:00 10:10 10 準備（会場整備、受付け、資料配布など） 

10:10 10:20 10 趣旨説明（目的、1日の流れ、ワークショップの４

原則、Kiss-18 アンケート①など） 

10:20 12:50 150 人間関係トレーニング（対話について） 

12:50 13:10 20 昼食 

13:10 13:20 10 BSE 全頭検査に関する現状認識（アンケート表によ

る） 

13:20 13:35 15 ミニ講習会１（日本の BSE サーベイランスとリスク

評価の結果） 

13:35 14:00 25 ディベート（BSE 全頭検査は是が非か、賛成派と反

対派の２班にわかれ論点整理） 

14:00 14:45 45 日本のBSEサーベイランスの問題点に関するブレー

ンストーミングと KJ 法によるまとめ（3班） 

14:45 15:00 15 休憩（他の班の結果を見る） 

15:00 15:15 15 ミニ講習会２（世界の BSE サーベイランス） 

15:15 15:55 40 日本の BSE サーベイランスはどうあるべきか、その

解決方法を探るためのブレーンストーミングと KJ

法によるまとめ（3班） 

15:55 16:15 20 結果発表（図解した模造紙を使う） 

16:15 16:30 15 Kiss-18 アンケート②とふりかえり 

16:30 17:00 30 ワールドカフェ、BSE スライドショー（千葉の事例）、

終了の言葉 

 

 

 

表２ 開催時に参加者に説明したワークショップ運営のための留意点 

ワークショップ参加者の四原則 １．楽しんで下さい 

 ２．たくさん話して下さい 

 ３．よく聴いて下さい 

 ４．パスもＯＫ 

グランドルール １．ハッキリと大きな声でできるだけ短く話す 

 ２．わからないことがあったら，すぐに質問する 

 ３．人の話は最後まで聴く 

 ４．自分とは違う考え方も尊重する 

今日の目的 １．対話によるチーム変革を体験する 

 ２．BSE サーベイランスに関する現場の声を出しあう 

 ３．BSE サーベイランスの効果的な方法を探求する 

今日の流れ １．人間関係トレーニング（ダイアログ＝対話） 

 ２．BSE サーベイランスについてのあれこれ 

   １） 知識の整理 

   ２） 問題の整理 

   ３） 明日に向かって走れ 

 ３．ふりかえり 
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1）人間関係トレーニング 

話題が BSE という特殊な内容であり、かつ参加者同士が初対面なので、自由に意見交換や対話

をする雰囲気および関係性をつくるために，人間関係トレーニングを行った。このトレーニングは，

班分けされた参加者にある課題が与えられ，その課題を班で話し合って解決していくというもので

ある。このトレーニングを通じて発言情報の交換だけの「会話」ではなく，発言の後ろにある発言

者の思いの交換も目的とした「対話」について学んだ。このワークショップ開始時（前）とワーク

ショップ終了時（後）の参加者の人間関係に関する変化を図るために、18 項目の尺度（Kikuchi’s 

Scale of Social Skills 18 items: KiSS-18）について「いつもそうだ」～「いつもそうでない」

の５件法で配点し、前後の平均値をｔ-検定を使い比較した（菊池、2007）。 

 

2）BSE 全頭検査の是非に関するディベート 

まず、北海道庁がホームページ上で実施した全頭検査に関するアンケート調査票を参加者に配布

し、それを読んでもらうことで全頭検査に関する現状について理解を深めた。その後、参加者を無

作為に全頭検査賛成派と反対派の２つのグループに分け，各グループで全頭検査の賛否理由につい

てブレーンストーミングと KJ 法を用いて整理した。その後，両グループの討論の形を取って，賛

成および反対の理由や情報の整理を行った。なおブレーンストーミングとは，アイデアを数多く出

し合う方法，KJ 法とは数多くのアイデアを整理する方法（川喜多、1979）である。 

 

 

写真：班に分かれての KJ 法による問題点の整理と結果発表風景 

 

3）ミニ講習会、BSE 全頭検査の問題点とその解決策、ワールドカフェ 

参加者の理解を深めるために，１回 15 分程度のミニ講習会を２回，ワークショップの途中で実
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施した。問題点を整理する前に、2005 年に実施されたわが国の BSE リスク評価結果を、そして、解

決策を考える前に、スイスなど海外における BSE コントロールとサーベイランス戦略について情報

が提供された。 

参加者を３つの班に分け，班ごとに「BSE サーベイランス全頭検査の問題点は何か」について話

し合った。まず，ブレーンストーミングにより問題点を列挙し，それらの問題点を KJ 法によって

いくつかの問題グループに集約し，班ごとに発表した（写真）。さらに，これらの問題グループの

うち、各班でそれぞれひとつの問題グループを選択し，それについての解決策を考えた。解決策も

ブレーンストーミングと KJ 法を用いて整理し，班ごとに発表した。 

BSE 全頭検査に対する各人の考えをさらに深く意見交換するためにワールドカフェを実施した。

ワールドカフェとは，班の代表者１人のみが残り他の者は他の班を訪れその班が書いたものを見

て，感想をのべたり加筆したりする手法をいう。一定時間が経過後，また他の班を訪れて同じこと

を繰り返すプログラムである。このプログラムによって，他の班の意見を知り，他の参加者の意見

とより深い意見交換が出来る（株式会社ヒューマンバリュー、2007）。 

 

４）ふりかえり 

 ふりかえりとは，ワークショップの最後に実施し，ワークショップを通じて何を感じ、何を思っ

たかを意見交換する時間であり，ワークショップでは極めて重要な位置を占める（中野、2001）。

終盤でふりかえりを実施し，あわせてアンケートによって参加者の考えも入手した。 

 

結果 

 

1) 人間関係トレーニング 

KiSS-18 分析の結果，「攻撃に代わるスキル」（菊池、2007）が有意に向上していた（P=0.042）。 

 

 

2)  BSE 全頭検査の是非に関するディベート 

全頭検査に賛成する意見としては、消費者が求めているから、新たな知見が出てくる可能性があ

るからなどの意見に加えて，と場での年齢確認が難しいなど現場で仕事をしている人間でなければ

わからない意見があった（図１）。同様に、全頭検査に反対する意見としても、リスクが小さいか

ら、税金の無駄だからという消費者からもよく出される一般的な意見に加えて、検出限界がある、

無駄な労力を関係者に強いているなどの、現場で働く専門家としての意見も得られた（図２）。 
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図１：全頭検査賛成理由 

 

 

 

図２：全頭検査反対理由 

 

3)  BSE 全頭検査の問題点とその解決策 

KJ 法により模造紙上に問題点を整理した（図３）。三つの班から出された意見をまとめると、総

計 10 種類の問題グループに分類できる。例えば、生産現場（例：トレイサビリテイシステム上の

問題）、消費者（例：対話ができていない、ゼロリスクを求めている）などのステークホールダー

別（消費者などの関係者）と、負担増（例：検査の効率化，職員に不満が蓄積している）などの問

題別によるグループ化である。 
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図３：３つの班から出された全頭検査の問題点とそのグループ化 

 

 上記の問題グループのうち，ゴール不明、消費者、および、負担増が選択され，班ごとに解決策

について話し合った。「サーベイランスのゴールと清浄化までのロードマップ」、「消費を落とさ

ず無駄をいかにやめるか」、そして、「消費者に納得してもらい全頭検査をやめるには」というテ

ーマで解決策が提案された。 

 

４) ふりかえり 

 ふりかえりおよびアンケートによって，「ここで情報を得られたのはとても良い機会になった。

BSE についてここまで人と話したこともなかった」、「他人の意見、考えの根拠に耳を傾ける大切

さが実感できた。性差・年齢など様々な要因が判断の根底にあることに気づいた。対話と会話の違

いを知ることで今後うまく話し合いを発展させられる気がした」，「人が集まり意見を述べあうと

様々な意見が出て 1 つにまとめるのは難しい。職場等では上の人間の意見が最終的な意見となるこ

とが多いが、他の意見をしっかり聞き、自分の意見をしっかり述べ、納得した上でまとめていくこ

とが重要。自分も含め他の人が、周りの意見を聞き、自分の意見を変えていく過程を見るのが楽し

かった」などの意見を得た。 

 

考察 

  本稿では、ワークショップの疫学研究への応用事例を紹介した。参加者数は 14 名と多くはな

かったが、九州、四国、関西や関東地域など広い地域を代表していた。よって、このワークショッ

プで出された意見や提案は、一部の地域の問題に偏ることなく、サーベイランスに関わる人々の意

見を反映していると考える。 

 

対話に関する人間関係トレーニングを受けた効果によって、「攻撃に代わるスキル」が向上し
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ていた。つまり、相手のことを受け入れながら、自分の意見も主張もしていくという態度である。

具体的には、「気まずいことがあった相手と上手に和解できる」という対処方法が少しでも学べた

ということであろうか（菊池、2007）。また、終了後の感想から、参加者が相手を受け入れようと

努力した姿勢がうかがえた。 

   

関係者から意見を聴いて、サーベイランスの質を向上させることの意義は大きい。そのために

は、関係者を対象としたワークショップが情報収集方法として役に立つ。疫学研究の事例としては、

獣医分野では、Gunn ら（2008）が、生産者にはワークショップに類似するフォーカスグループ会議、

獣医師には郵便を使いアンケート調査、また、関係する企業には電話でインタビューをして、バイ

オセキュリテイー改善のために関係者が新しい仕組みを容認するかどうかを判断するための基礎

情報を収集している。ワークショップによりコミュニテイーの主体性を高め、それが衛生知識の普

及を育んだという事例もある（Leung et al, 2004）。途上国の事例には、ワークショップと参加

型農村調査方法を組み合わせた横断的な家畜疾病調査（Catley et al, 2002a; 2002b; ;2005）や、

発生を報告するシステムに農民や住民を積極的に取り込んだトリインフルエンザ・サーベイランス

事業がある（ILRI, 2008）。 

 

ワークショップ開催前には、実施計画をできるだけ詳細に作ることが重要である。ワークショ

ップで実施するプログラムを具体的に記述した本などをもとに、目的にあったプログラムを選抜

し，時間配分を考えながら全体のプログラムを作っていく。詳細な事前計画をつくっても実際に始

まると当初の意図した方向とは違う進行になることも多々あるが，その際は場の流れにまかせる。

しかし，場をホールドすることは絶えず念頭に置いて進行する。場をホールドするとは，会場が盛

り上がって発言が多く出ても，決して雑談にならず，話題が二転三転せず，会場のあちらこちらで

話しが始まってしまうこともなく，全体をひとつにまとめつつ，会の流れを維持することをいう。

さらに，その日のゴールを忘れないようにし，場の流れに乗りつつも，ゴールを見据えた進行を心

がける。またミニ講習会は主催者側が伝えたいことを伝える方法としては有効に機能した。知識の

移転も行いつつ，参加者の意見を聴取し参加者自身が主体的に考える方法としてワークショップは

優れていると考える。 

 

今回のワークショップでは，現場の獣医師でしかわからない、「と場における年齢確認の難し

さ」「検出限界」「検査にかかる実際の時間や労力の無駄」などが述べられた。従来のリスクコミ

ュニケーションの方法では、アンケートを使って意見を聴くだけというものが多く，この場合，参

加者相互のやり取りなどの両方向での情報交換がない。一方ワークショップでは，意見交換や対話

など参加者が互いに学び会い理解しあうというプロセスがある。よって、リスクコミュニケーショ

ンをワークショップ形式で実施した場合は、ワークショップ終了後、参加者が各自の意見を認め合

いながら最終的な合意に到達でき、その後の活動がゴールを目指して推進できるようになるという

点で大きな違いが生ずる。また，ワークショップでは、問題点を改善する方法も生み出せるという

長所がある。問題をそのまま放置するのではなく、関係者で解決策を見つけ出すという主体的な発

想を促すという点でワークショップは優れている。 



 63

 

サーベイランス計画基準（USDA, 2006）には、フィールドで症例を発見・報告すること、また、

BSE 検査を担当する獣医師からも情報を聴取することが重要であると記述されている。このことを

踏まえて今回のワークショップ開催となった。国内で実施されている BSE サーベイランスを評価す

るためには、まず、サーベイランスの目的が何なのかを明確にする必要がある。参加者からも出さ

れていたように、ゴールをしっかり決めて、どのような戦略で進めていくのか、リスク管理機関が

徹底した情報公開に務めることが重要である。清浄国につながるゴールを明確にし、それを消費者

にきちんと説明し、全頭検査からリスクの高い集団のみの検査へ移行していく必要性が、今回のワ

ークショップにおいて，参加者である現場で働く獣医師から提案された。 

 

Zwaneberg と Millstone (2005)によれば、BSE の悲劇は、時代背景（社会）と科学が混ざりこん

だことから始まり、科学に偏った情報をたよりに、公衆の意見を聴かず、間違った政策を提案した

という失敗例であるという。不完全な知識しかないことを認めず、情報を一箇所で所有し、多くの

関係者の関与を許さなかったことが、公衆の反発の原因となった。「公衆が注目する科学」にして

いくためには、できるだけ科学的であり、かつ、民主的でもある方法を用いることが推奨されてい

る。たとえば、村上（2005）は、安全と安心の乖離を予防するためには、様々な分野の関係者から

の意見を求めることが重要であると述べている。社会における意思決定において、科学的合理性だ

けが材料になるわけではなく、参加型技術評価など協働作業によるリスク評価が、最終的には安全

と安心をひとつのものとすると考えられる。 

 

本稿では、BSE サーベイランス実施体制の一員である現場獣医師から、現場での問題点や改善方

法に関する意見やアイデアを入手することを目的として実施したワークショップを紹介した。具体

的には、その実施方法、プログラム内容とワークショップの成果である現場での問題や解決策を報

告した。疫学の最終目的は、公衆・家畜衛生の現場での問題の発見と解決策の提案である。ワーク

ショップが多くの場面で活用されるようになれば、疫学研究は「現場での問題解決」を効果的に遂

行させる有効な手段となる。 
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Ⅲ-２ リスク量にもとづくサンプリング方法 

 

 サーベイランス計画を立てる際の重要項目のひとつが、サンプリング計画である。具体的には、どの

場所から、何歳の家畜を、何頭サンプルすればよいか、サンプル数も含めて、詳しい計画をたてること

である。第１章のリスク評価結果より、北海道内でサーベイランスを強化すべき地域が推定された（第

１章、22 ページ、図４のバリオグラム）。また、量的リスク評価研究においても、規制が徹底していな

かった2004年以前に生まれた牛に焦点を合わせてサーベイランスを行うべきであるという提案もした。

つまり、リスク要因として、地域（要因１）と年齢（要因２）を考慮すれば、リスク量にもとづくサン

プリング方法が設計できる。さらに、日本ではサーベイランスは２ストリーム（要因３：死亡と健康牛）

であるので、この第 3の要因も取り込んで、リスク量にもとづく、8つのサンプリング方法（シナリオ）

を考案した。下記の表中の A から D のシナリオは、リスクの高い地域（＝BSE 発生数が多いが、伝播に

関連する要因が明確に説明できていない地域；リスクの暴露量が多かった地域とも言い換えられる）に

おける年齢別の検査頭数、E から H は全域での年齢別の検査頭数であるが、死亡牛検査は継続するとい

う条件で、リスクの高低に関わらす検査頭数に含めた。この研究期間内では、経済的分析が実施できな

かったので、「効率的」という意味は、サンプル数の相対的比較（つまり、サンプル数が少ないほうが、

時間がかからず、経済的にも安価）として表現した。 

 

表 リスク要因１～３にもとづく、サンプリング方法に関する８つのシナリオ（A～H） 
地域（上記
の図４） 

臨床症状 
（ストリー
ム） 

検査対象
の年齢 

検査数（北海道、
2008 年度）＊ 

シナリオ別の検査頭数（相対
比率：D の最小数を分母とし
比率を計算） 

死亡 ＞＝２歳 13790 常に検査対象とする 
全頭 81694 A. 116168(2.4)＊＊ 
＞２歳 43985 B. 78459(1.6)＊＊ 
＞３歳 32571 C. 67045(1.4)＊＊ 

リスクが高
い地域 健康 

＞7歳 13290 D. 47764（最小数、１）＊＊ 
死亡 ＞＝２歳 34474 常に検査対象とする 

全頭 238708 E. 検査数と同じ（5.0） 
＞２歳 144436 F. 同上 (3.0) 
＞３歳 115902 G. 同上 (2.4) 

北海道全域 
健康 

＞7歳 67699 H. 同上 (1.4) 
＊家畜改良センターより入手；＊＊ A～D：リスクの高い地域での検査頭数＋全域での死亡頭数 

 

検査頭数が一番少なくなるシナリオは、リスクの高い地域で、MBM 完全使用禁止となった 2001 年 10

月以前に生れた 7 歳以上の牛を対象とする、シナリオ D である（黄色、47764＝34474＋13290）。この

シナリオが、経済的には一番効率の高い方法である。シナリオ Dの検査数を分母として、他のシナリオ

による総検査頭数との比率を計算し、カッコ内に記載した。現状の検査体制（全頭検査）は、シナリオ

E であり、検査頭数は約 5 倍である。よって、費用についても５倍の支出となっている。この段階で７

歳以上の牛の検査だけでよいかという議論は、まだ、日本国内ではなされていない。しかし、諸外国で

は、暴露リスクが少ない動物を検査対象外とし、検査対象年齢を徐々に上げている傾向にある。 

また、上記のリスク別による検査を実施するためには、個体識別番号（トレーサビリテイー）の正確

さが鍵となる。次に、この仕組みが現在、機能しているかどうか、疾病で淘汰された家畜の個体識別番

号を対象に追跡調査を行った（約 100 頭）。北海道全域をくまなく調査したわけではないが、この結果

によると、北海道内における個体識別番号のシステムは機能していると考えられる。 
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Ⅲ-３ 効果的サーベイランス方法 

 

獣医師によるサーベイランス評価（Ⅲ-1）、および、リスク量にもとづくサンプリング方法（Ⅲ

-2）について述べた。以上の内容も含めた、効果的サーベイランス方法（下記の図）を提案したい。

この方法では、管理措置の効果をモニタリングする仕組みと、これまでのサーベイランスの仕組み

を融合させ、清浄化へ向けての体制を構築することが目的である。 

Ⅲ-1 およびⅢ-2 の結果から、サーベイランスに従事する現場の獣医師でしかわからない「と場

における年齢確認の難しさ」、「検出限界」、「検査にかかる実際の時間や労力の無駄」などの問

題点、そして、リスク量にもとづくさまざまなシナリオによるサンプル数が、サーベイランスの効

果に影響することがわかった。以上のことより、2005 年に食品安全委員会が実施したリスク評価の

結果をふまえた「検査頭数の縮小」から実行していくことが、効果的なサーベイランス実現の第一

歩であると考える。北海道では個体識別番号の仕組みも機能しているので、現場の職員のアイデア

を取り入れながら、と場での家畜の仕分けが確実に実施できれば、現状のサーベイランスをより効

果的、効率的な方法へと改善できるであろう。 

 

 

図 新サーベイランス方法：従来のサーベイランスに、販売されている食肉と配合飼料の検査を第三者
機関が実施する仕組みを追加。 
 
 

ここまでは、疫学や経済学など、量的な概念での効果について述べてきた。次に、消費者の信頼

度を増すなど質的な効果についても議論したい。従来のサーベイランスに追加すべき事項として提

案する管理措置のモニタリングは、牛のウイルス性下痢症のサーベイランスで応用され、家畜疾病
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コントロールの最終段階である「清浄化」を実現する方法として有効であることが実証されている。

北海道における効果的サーベイランス方法の開発という課題への回答というだけではなく、BSE 清

浄化へ向けての国全体の取り組みとしても提案する。 

具体的には、第三者検査機関として大学と JA を指定し、大学は、市販されている食肉に付着し

ている SRM である脳脊髄組織を、JA では飼料中の MBM 検査を、ともに、第Ⅳ章で述べる簡易テスト

を使い実施する。通常の、国や都道府県などが担当している検査だけではなく、農家へ販売されて

いる飼料を JA が自発的に検査することで、飼料の安全性を国民へ知らせ、信頼性を高めることが

可能となる。食肉についても同様な効果が期待できるであろう。 

最後の章で述べるように、過去のデータを厳密に調査していく方法も清浄化を証明する手段であ

るが、現在・未来の時系列も視野に入れながら、サーベイランスだけではく、管理措置の効果を測

るための総合的なモニタリングを継続していくことにより、本当の「食の安全・安心」を達成する

ことができると考える。 
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Ⅳ 新サーベイランス方法に有効な簡易テストの有効性試験<分析法の確認> 

 

Ⅳ-1 簡易飼料汚染検査方法（FeedChek MBM）の有効性試験 

（高橋潤一：分担） 

はじめに 

牛海綿状脳症(BSE)は1987年以降英国で発現した疾病で、この疾病の蔓延はBSEあるいはスクレピーに

感染した反芻家畜の屠体のリサイクル処理過程で感染性プリオン（PrPSc）に汚染した肉及び肉骨粉を

牛に給与したことが原因であると思われる。肉骨粉(MBM)はタンパク質、カルシウム及びリンに富んだ、

栄養学的に極めて効果の高い飼料原料であり、賦存量が大量にあること、低コストのリサイクル製品で

あることからしばしば家畜飼料のサプリメントとして利用されてきた経緯がある。英国に端を発する

BSEはPrPScに汚染されたMBMの輸入国へ拡大する結果となり、MBMのような牛の組織の混入した飼料ある

いは肥料の利用が禁止された。 

 MBM 中の PrPSc の濃度は極めて低いため、その検知には高感度のアッセイ法の開発が必要であること

は論を待たないが、第一義的に BSE の原因と考えられる流通飼料中の MBM 汚染を防ぐことが重要課題で

ある。わが国において牛以外の家畜向け飼料には肉骨粉（豚･鶏由来成分に限る）の使用は認められて

いるが、2001 年 10 月より肉骨粉（牛由来）を含有する家畜飼料・肥料の製造・販売が法律で禁止され

た（飼料安全法）。しかし、MBM 流通の禁止以降も BSE の発症が報告され、製造・流通・保管段階で肉

骨粉が混入した事例、また不適切な使用により牛に給与された事例が報じられている。したがって、流

通飼料の MBM 汚染の迅速かつ簡便な方法の確立が必要である。FeedChek（米国 SDI 社製）は酪農現場で、

飼料中に肉骨粉があるか否かを迅速に判定できる簡便な調査法である。 

本調査は FeedChek を使用して、北海道内で使用されている飼料の肉骨粉混入の判定を明らかにする

目的で有効性試験を行うと共に、FeedChek 法の判定精度の検定試験を実施した。また FeedChek 法の判

定試験について酪農家に公開し、BSE サーベイランス手法に追加すべき新テスト手法として有効である

かどうかを判断するための材料として、聞き取り調査を行った。 

 

方法と材料 

１．FeedChek 法による乳牛用飼料の肉骨粉混入判定試験  

本調査は、現在北海道内で一般酪農家に供給されている主な乳牛配合飼料を無作為に採取し肉骨粉汚

染の有無を FeedChek 法により定性的検査することを目的とした。  

１）サンプル検体の収集 

以下の道内４地区（十勝、釧路、根室、網走・紋別）において牛用飼料を採取した。 

２）分析方法 

試料の分析は FeedChek TM for MBM キット（Strategic Diagnostics Inc 製、米国）を使用した。 

試験手順は以下の通りである。 

① Extraction Buffer を 30ml カップに入れる、 

② 試料を付属のスプーンで 1杯（約 3g）加える 

③ 試料を砕きながらよく攪拌する 

④ Test Strip の先端を浸し 10 分間置く 
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⑤ Test Strip を取り出す。5分後結果を見る。 

２．感応試験 

 感応検査には陰性と判定された配合飼料に北海道中札内のレンダリング工場で製造された肉骨粉

を加え実施した。乳由来のたんぱく質への反応を確認するために、市販脱脂粉乳（タンパク質含量約 6%）

を使用した。また、飼料に肉骨粉を混入し検出の精度を確認した。飼料中に均一に混入されるように、

飼料をミルで 1mm メッシュのふるいを通るまで粉砕した後に肉骨粉を混ぜ、さらにブレンダーで十分に

撹拌した後、FeedChek にて検出できるかを調査した。 

 

写真 1には粉砕した検体飼料を示した。 

写真 2にはブレンダーを用い、さらに微粉末にした飼料を示す。 

写真 3には FeedChek の判定結果を示す。 

 

     

      写真１．粉砕した飼料          写真２．ブレンダー 

 

 

３．現場での聞き取り調査 

釧路管内の酪農家に出向き現場で肉骨粉を混入した飼料と混入していない飼料を用い FeedChek 法を

実施し、聞き取り調査を実施した（写真４）。 

写真３：判定結果  

上より 

陰性 

陽性 

陽性（1.0%以上） 
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              写真 4 聞き取り調査 

 

釧路市阿寒町や川西農協管内の酪農家に集まっていただき、実際に FeedChek 法にて肉骨粉試験を見

てもらい意見、感想を聴取した。 

 

結果 

 どのサンプルからも肉骨粉は検出できなかった。感応試験の結果では、敏感度は、55％と低いが、特

異度は 100％であった。また、脱脂粉乳ではバンドの出現は無かった。重量比 0.15%添加で一番目のバ

ンドが、重量比 1.0%添加で二番目のバンドが出現した。 

 

表１．感応試験結果 

結果 肉骨粉混入率 

（％） 
試験数 

陰性 陽性 陽性（1.0%以上） 

0.00 2 2  

0.09 5 3 2  

0.10 25 5 20  

0.11 10 1 9  

0.12 10 0 10  

1.00 2 1 1 

Total 54 11 42 1 

 

表１に示すように、混入率 0.10%で 80%、混入率 0.11％で 90%の精度で肉骨粉の混入を判定できた。

100g の飼料に対し肉骨粉 0.1g をブレンダーで撹拌し試料全体に満遍なく肉骨粉が混ざるように調整し

ているが、1試験に使う試料は 3g と少量であり肉骨粉が偏在している可能性もある。 

FeedChek 法にて肉骨粉試験試験方法のデモンストレーションでは、全工程で 15 分間と短く、またバ

ッファーにさじで飼料入れ砕くだけと特別な技術も必要としないので負担になる作業ではない、肉骨粉

が混入していた際のバンドの出方が薄く判別にはある程度熟練を要するのではないか、他の作業の合間

に試験して長い時間入れた場合はどうなるかなどの意見が出された。さらに、さまざまな分野での偽装

表示が発覚しており、こういった試験をやることは良い、自分の使用している飼料が安全なものだとい
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う安心感は得られる、個々の酪農家が単独でやるかといえば考えてしまうという意見や、JA や道が地域

ごとに取りまとめてやるのであれば PR 効果や飼料メーカーに対してのアピールになる、農場に配達さ

れてから調べるのではなく、ホクレンなどの生産工場から各農家から配達される時に飼料はチェックさ

れるべきであるというアイデアも出された。具体的には、新しいロットができるたびに、工場から農協

へサンプル（1 リットルくらい）を提出し、陽性コントロールも必要であろうから、大学で一括してテ

ストをすることがよい、キットの値段が高いが（これは人件費も含めて）農協中央会などから資金援助

を受けるなどの提案もあった。また、陽性とか擬陽性のサンプルは、北海道庁の試験機関にて再検査す

るなどの仕組みを構築しておくとよいなどの意見が出された。 

 

まとめ（有効性） 

  

BSE 発生予防の観点から、BSE の原因要因と考えられる PrPSc に汚染した肉骨粉の配合飼料中への混

入の有無を迅速に簡易に判定することが、第一義的に重要な課題である。本調査で用いた FeedChek 法

はこの点で、迅速で簡便な方法であり、本調査結果から、スクリーニングの意味では実際の酪農現場（JA

か大学でテストは実施）で導入可能な方法であろう。よって、第三者機関として家畜飼料のモニタリン

グには、有効な方法だと考える。しかし、BSE 発症に至らしめる PrPSc 濃度は微量であることから、確

定検査には本試験とさらに次の段階での高精度な検査方法を組み合わせた方法が、合理的で有効な方法

であろう。 
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Ⅳ-2 脳脊髄組織検出キットの有効性試験 

（関川三男：分担） 

 

現状のサーベイランスでは、と殺された、あるいは、死亡した牛のサンプルを検査し BSE 陽性牛の有

病率を推定している。感染牛の排除という意義もあるが、感染牛の内、2 割ほどしか検査で見つけるこ

とができない（30 ヶ月齢の若い牛では、検査で確認できるプリオンの蓄積量が少ないため）。よって、

SRM の除去や洗浄が徹底的に行われているかをモニタリングすることで、ヒトへのリスクを定量化し、

リスク低減の効果を推定することが可能となる。そこで、販売されている食肉に付着する脳脊髄組織の

有無を、洗浄試験にも活用してきた ELISA キットを使い検査した。同時に、トレイサビリテイの正確さ

についても調査した。帯広市内で販売されている牛肉、62 サンプルを購入した（表１）。 

脳脊髄組織検出キット：中枢神経組織の定性・定量は，脳・脊髄に特異的に存在し，他の組織にはほ

とんど存在しないグリア線維細胞酸性タンパク質を指標とする酵素免疫測定法（ELISA） によった（HRP

標識抗 GFAP 抗体，RIDASCREEN Risk Material, ｒ-biopharm）。市販の食肉および食肉製品への脳組織

混入の有無を調査するために，大脳を凍結乾燥した粉末でその有効性を分析した。その結果，検出限界

は湿重量比（換算値）0.025％で、敏感度は 92％、特異度は 100％であった。挽肉と脊髄材料では検出

限界に違いがあった。サンプル数を増やし検出精度の検定を継続する。このキットは特定危険部位の完

全な除去を行うための枝肉の洗浄テストの有効性を調査するスクリーニング方法として使用されてお

り、市販されている食肉に付着する脳脊髄組織の有無を検査することが可能である。テスト方法は簡易

であるが、消費者だけでは検査することは不可能である。よって、器具、機材のある大学において、あ

る程度の経験をもつ研究補助者を雇用することで、消費者参加型のモニタリングが可能となる。また、

洗浄試験の結果、乳酸の使用が有効であるとの結果も得た（論文２編）。 

個体認識番号入りのファイルにある集計では、便宜上、出生、生育 1、生育 2、と畜、解体、販売と

いう順番にした。表記を統一するために、生育が 1箇所だけの個体では、生育 1および育成 2を同一地

名で表した（表２）。地域を識別するために、地域が属する支庁名、および、北海道外では県名とした。

不明となっているのは、所属する支庁が不明だが北海道ということが分かっているサンプルであり、北

海道と表記した。集計した結果から、個体認識番号を有していた検体 35 検体のうち、道内で出生して

いる個体（22 検体）の大部分が、生育 2 までに十勝支庁内へ移動し、と畜解体（20 検体）されて、帯

広市内で販売されていた（表２）。帯広市内で販売されている食肉の 6 割は、十勝支庁内で生れ、7 割

が生育と殺され、販売されていることが判明した。さらに、検体のラベル表示についても個体認識番号

から分かる情報と差異がなく、トレイサビリテイが機能し、情報が適正に記録されていることを確認し

た（表２）。 

このキットの有効性であるが、敏感度も特異度も高いので、サーベイランスの一環に組み込む価値は

あると考える。スーパーや小売店で定期的にサンプルを採取し、それを大学のホームページに掲載する

など、一般の消費者に情報を開示することも、「食の安全」「BSE 清浄化」へ向けたサーベイランス体

制に関しての信頼性を高める上で役に立つであろう。 
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表１ サンプルとして購入した食肉、生体時の品種・個体識別番号と検査結果 

 

 

番号 商品名 個体識別番号 加工年月日 加工元 Abs. Positive level
1 十勝産牛肩ロース切り落とし 0200690179 08.12.4 A店 0.096 0.164
2 十勝産牛ロースうすぎり 0538604039 08.12.3 A店 0.09 0.164
3 十勝産牛ばらしゃぶしゃぶ用 0281807978 08.12.2 A店 0.126 0.164
4 十勝牛カルビ焼 0200752679 08.12.3 A店 0.108 0.164
5 十勝牛ヒレステーキ 0232110706 08.12.2 A店 0.094 0.164
6 十勝産牛すじ煮込み用 なし 08.12.4 A店 0.133 0.164
7 黒毛和牛小間切れ 1220844177 20.12.3. B店 0.093 0.164
8 国産牛切りおとし(モモ) 0281707315 20.12.4 B店 0.112 0.164
9 国産牛スネ 0236410161 20.12.4 B店 0.096 0.164
10 黒毛和牛サーロインステーキ用 1118284061 08.12.4 C店 0.135 0.164
11 牛モモステーキ用 0827465822 20.12.4 D店 0.144 0.164
12 牛カタうすぎり 0827465884 20.12.3 D店 0.096 0.164
13 牛カタロース 0827605778 20.12.4 D店 0.09 0.164
14 国産牛肉ばらカルビ焼用 1215531600 08.12.6(消費期限) E店 0.083 0.164
15 国産牛肉ロースステーキ用 1241329714 08.12.6(消費期限) E店 0.09 0.164
16 国産牛肉ばらしゃぶしゃぶ用 1241252579 08.12.6(消費期限) E店 0.089 0.164
17 牛モモ焼肉用 0827501223 20.12.3 D店 0.112 0.164
18 国産牛ロースうす切り 0202322542 20.12.4 B店 0.12 0.164
19 牛ロースステーキ(N産) なし 20.12.3 B店 0.112 0.164
20 黒毛和牛モモステーキ用 0202533504 20.12.3 B店 0.095 0.164
21 十勝産若牛ももしゃぶしゃぶ用 0122010024 08.12.3 C店 0.099 0.262
22 黒毛和牛ももしゃぶしゃぶ用 1220955958 08.12.3 C店 0.124 0.262
23 黒毛和牛肩ロースすきやき用 1118312429 08.12.4 C店 0.126 0.262
24 十勝牛でつくった！ビーフハンバーグ なし 08.12.7(消費期限) A店 0.127 0.262
25 十勝牛でつくった！ビーフハンバーグ なし 08.12.7(消費期限) A店 0.159 0.262
26 牛すじ(A産) なし 20.12.4 C店 0.12 0.262
27 生ラム肩バラ焼肉用（A産） なし 08.12.4 D店 0.158 0.262
28 牛モモブロック（A産） なし 20.12.4 C店 0.145 0.262
29 国産牛肉かたスライス 1240956348 08.12.7（消費期限） E店 0.175 0.262
30 国産牛肉カレー・シチュー用 0830162343 08.12.5（消費期限） E店 0.146 0.262
31 牛サーロインステーキ用（A産） なし 08.12.3 C店 0.16 0.262
32 十勝産若牛スネシチュー用 0365105624 08.12.4 C店 0.154 0.262
33 牛挽肉（国産） なし 08.12.4 C店 0.163 0.262
34 国産牛ミンチ なし 08.12.5 F店 0.162 0.262
35 国産牛ミンチ なし 08.12.5 F店 0.152 0.262
36 国産牛肉（切りおとし） 0232109984 20.12.5 G店 0.172 0.262
37 牛肉ステーキ（A産） なし 20.12.5 G店 0.191 0.262
38 国産牛肉サーロインステーキ用 1236895934 20.12.5 G店 0.168 0.262
39 牛サーロインステーキ用（A産） 1077639315 20.12.5 H店 0.136 0.262
40 オーストラリア産輸入牛モモブロック なし 20.12.5 H店 0.156 0.262
41 U産輸入牛肩ロースジャンボステーキ なし 20.12.5 H店 0.109 0.184
42 牛肉切りおとし（バラ）（A産） なし 20.12.8 I店 0.117 0.184
43 牛サガリ焼肉（内臓肉）（A産） なし 20.12.8 I店 0.116 0.184
44 国産牛肩ロースしゃぶしゃぶ用（交雑牛1205450508 20.12.7 I店 0.098 0.184
45 国産和牛小間切れ なし 20.12.8 I店 0.124 0.184
46 国産和牛バラカルビ焼肉用 1230561729 20.12.8 I店 0.109 0.184
47 国産和牛バラカルビ焼肉用 1230561729 20.12.6 I店 0.133 0.184
48 道内産十勝和牛手切焼肉用（モモ） 1218375294 08.12.10（消費期限） J店 0.132 0.184
49 国産牛サーロインステーキ 0158202325 08.12.10（消費期限） J店 0.127 0.184
50 国産牛スネ煮込み用 なし 08.12.11（消費期限） J店 0.12 0.184
51 道内産十勝和牛サーロインステーキ 1218375294 08.12.10（消費期限） J店 0.122 0.184
52 あべどり なし 10.08.06（賞味期限） K店 0.143 0.184
53 若どりモモ肉角切り（B産） なし 20.12.10 D店 0.17 0.184
54 牛すじ（煮込み用）（H産） なし 20.12.10 D店 0.152 0.184
55 牛すじ（煮込み用）（A産） なし 20.12.10 D店 0.146 0.184
56 若どりモモ肉（H産） なし 20.12.10 D店 0.145 0.184
57 生ラムスライス（A産） なし 20.12.10 D店 0.184 0.184
58 牛サガリ焼肉用（H産） なし 20.12.10 D店 0.112 0.184
59 牛バラうすぎり 0827570274 20.12.9 D店 0.127 0.184
60 牛ロースうすぎり 0827515725 20.12.12 D店 0.09 0.184
61 牛モモ（シャブシャブ用）（A産） なし 20.12.10 D店 0.177 0.184
62 牛モモステーキ用（A産） なし 20.12.10 D店 0.162 0.184
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表２ サンプルとして購入した食肉と生体時の生産地、飼育、および、と殺された地域名 

 

都道府県 支庁 例数
出生 北海道 十勝支庁 7

北海道 根室支庁 3
北海道 日高支庁 2
北海道 網走支庁 2
北海道 上川支庁 1
北海道 釧路支庁 1
北海道 不明 6
岩手県 3
宮城県 2
岡山県 2
オーストラリア 6

小計 35
生育1 北海道 十勝支庁 15

北海道 上川支庁 4
北海道 日高支庁 1
北海道 網走支庁 1
北海道 不明 3
宮崎県 6
宮城県 2
栃木県 2
岩手県 1

小計 35
生育2 北海道 十勝支庁 20

北海道 網走支庁 2
北海道 胆振支庁 1
北海道 日高支庁 1
北海道 不明 1
宮崎県 6
宮城県 2
岩手県 2

小計 35
と畜 北海道 十勝支庁 20

北海道 胆振支庁 3
北海道 網走支庁 2
宮崎県 6
宮城県 2
栃木県 2

小計 35
販売 北海道 十勝支庁 35
検査 北海道 十勝支庁 35
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Ⅳ―３ 迅速で簡易な検査方法（ストリップテスト）の有効性試験 

（今井邦俊：分担） 

はじめに 

 

牛海綿状脳症(BSE)は 1987 年に初めて英国で発生した疾病で、この疾病の原因や発生

源は明確に証明されていないが、BSE あるいはスクレピーを発症した反芻家畜の屠体の

リサイクル処理過程で感染性プリオン(PrPSc)に汚染した肉及び肉骨粉を牛に給与した

ことが原因であると考えられている。特に、特定危険部位と呼ばれる中枢神経、回腸遠

位部、扁桃、眼に多くの PrPScが蓄積される。牛におけるこの疾病が問題視されたのは、

若年層に発生した変異型クロイツフェルト・ヤコブ病(vCJD)との関連が指摘されたこと

による。人も PrPScに汚染した肉製品の摂取により発症すると考えられている (1, 2)。 

我が国の初めての BSE 牛の確認例は、2001 年 9 月に千葉県において認められた。そ

れ以降、我が国では全ての食肉用牛の ELISA による BSE スクリーニング検査が行われて

きた。検査頭数は全国では 120 万頭台、北海道ではおよそ 20 万頭台で推移している。

平成 20 年 8 月以降、BSE の自主検査に対する国の助成は打ち切りとなったが、北海道

では自主的な BSE 検査が継続されている。 

我が国で使用されている BSE スクリーニング検査は、全て ELISA 法である。ELISA 法

は、感度が高く、多数の検体を検査することが可能である。一方、非特異的反応が出や

すいこと、反応手順が比較的煩雑であること、結果を得るまでに比較的時間がかかるな

どの欠点を有している。 

 今回、我々は、既存の ELISA 法に比較し、反応手順が少なく、反応時間が短いことか

ら EU において広く使用されているスイス Prionics 社の Check PrioSTRIP を入手し, 現

在我が国で使用されている ELISA 法（富士レビオ社のフレライザ BSE,  BioRad 社のテ

セーBSE の BSE 検査キット）との性能を比較した。 

 

材料と方法 

 

1. BSE 検査キット 

スイス Prionics 社の Check PrioSTRIP（日本未承認）, 富士レビオ社のフレライザ

BSE,  BioRad 社のテセーBSE の 3 キットを用いた。反応は、夫々のキットの使用説明書

に従って行った。各キットの結果がでるまでの時間、反応ステップの回数、検出感度、

特異性などを比較した。  

 

2.  BSE 陽性牛脳乳剤 

 スイスの BSE リファレンスラボ(NeuroCenter, National Reference Laboratory for 

Transmissible Spongiform Encephalopathies in Animals)から、3検体（A, B, C）の

BSE 陽性牛脳乳剤（50%、但し、脳延髄閂部位を含んでいない）を購入した。乳剤作製

には純水が使用されている。EU の European Food Safety Authority が新たに申請され

た BSE 検査キットを、既存のキットとの比較において評価する場合は、牛脳乳剤の作製

に純水を用いることになっているので、これに準じて牛脳乳剤が作製された。 

 

3. BSE 陰性牛脳 

 2004 年～2007 年にかけて、帯広畜産大学において病性鑑定された牛の脳延髄閂部位

を用いた。北海道十勝支庁管内 82 頭、石狩支庁管内 3 頭、釧路支庁管内 1 頭、根室支

庁管内 1 頭の合計 87 頭（ホルスタイン 86 頭、黒毛和種 1頭）、牛の年齢は、一頭を除
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き 2～11 歳齢の範囲にあった。 

 

結果とまとめ 

 

 各検査キットの特異性は、帯広畜産大学において病性鑑定に供された病牛から採材さ

れた 87 頭の牛脳延髄閂部位を用いて検討した。その結果、フレライザ BSE 及び Check 

PrioSTRIP とも全例陰性を示した。尚、BioRad 社のテセーBSE については、閂部位が延

髄両側にしかないために、検討出来なかった。 

 BSE 陽性牛脳乳剤 (A, B, C) を 50 倍から 2 倍階段希釈し、フレライザ BSE、Check 

PrioSTRIP およびテセーBSE の検出感度の検討を行ったところ、テセーBSE は、全サン

プルで陰性を示した（表 1）。 

 

表１. BSE 陽性牛脳乳剤を用いた各検査キットの検出感度の比較-1 

 50～200倍希釈BSE乳剤におけるBSEプリオン検出(希釈倍率) 
BSE 乳剤 フレライザーBSE Check PrioSTRIP, テセーBSE 
A ＋（1/50） ＋（1/50） －（<1/50） 
B ＋（1/100） ＋（1/50） －（<1/50） 
C －（<1/50） －（<1/50） －（<1/50） 

 

フレライザ BSE は、サンプル A, B の 1/50、1/100 倍希釈サンプルでそれぞれ陽性を

示したが、サンプル Cは陰性であった。同様に Check PrioSTRIP でもサンプル A, B で

1/50 倍希釈サンプルで陽性を示したが、サンプル Cは陰性であった。 

次に、陰性を示したサンプルについて、未希釈、1/10、1/20、1/30、1/40 倍希釈を行

って検出感度を検討した（表 2）。 

 

表 2. BSE 陽性牛脳乳剤を用いた各検査キットの検出感度の比較-2 

 未希釈～40倍希釈 BSE乳剤における BSEプリオン検出(希釈倍

率) 

BSE 乳剤 フレライザーBSE Check PrioSTRIP, テセーBSE 

A 未試験 未試験 ＋（1/10） 

B 未試験 未試験 ＋（1/10） 

C ＋（1/30） ＋（1/10） ＋（1/1）  

 

1/50 倍希釈の全てのサンプルで陰性を示したテセーBSE は、サンプル A, B では、1/10

倍希釈、サンプル C では、未希釈サンプルでのみ陽性を示した。一方、フレライザ BSE 

と Check PrioSTRIP において、1/50 倍希釈サンプルで陰性であったサンプル C は、フ

レライザ BSE は、1/30 倍希釈サンプルで陽性を示した。一方、Check PrioSTRIP は、

1/10 倍希釈サンプルで陽性を示した。これらの結果から、今回使用した検査キットは、

すべての BSE 陽性牛脳乳剤について陽性結果を示したが、検出感度に違いが認められ

た。 

また、フレライザ BSE 及び Check PrioSTRIP について、スクレイピー陽性マウス脳（2

サンプル）を用いて検出感度を検討した。フレライザ BSE では、両脳サンプルとも 1/800

希釈サンプルにおいて陽性を示した。Check PrioSTRIP では、それぞれ 1/400、1/200

希釈で陽性を示した。 

次に、各キットの所要時間を説明書に明確に記載されている反応時間や操作時間のみ
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から計算した。その結果、Check PrioSTRIP 1.6 時間、フレライザ BSE 2.3 時間、テ

セーBSE 3.16 時間の順番で検査時間は短かった。また、各キットの操作方法（試薬添

加、遠心、保温、洗浄など）においてどのくらいのステップがあるか調べたところ（試

薬の調整は含まず）、採材から結果判定まで、おおよそ Check PrioSTRIP で 13 ステッ

プ、フレライザ BSE で 22 ステップ、テセーBSE では 27 ステップであった。BSE 陽性牛

脳の 3サンプルを用いて実際の検査時間を測定したところ、Check PrioSTRIP でおよそ

2.1 時間、フレライザ BSE で 3 時間、テセーBSE では 3.2 時間であった。 

以上の結果から、テセーBSE は、検査キットの中で検出感度が最も低かった。一方、

Check PrioSTRIP に比べてフレライザ BSE がやや検出感度が良かったが、Check 

PrioSTRIP は、判定までの時間が短く操作手順が簡便であった。また、検出器での検出

に加えて、裸眼での結果判定も可能であった（写真１）。よって、効率的なサーベイラ

ンス方法を計画する場合、検出感度やキットの値段だけではなく、検査手順の簡易さや

判定までに要する時間にも配慮することを忘れてはならない。 
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写真 1 Check PrioSTRIP の結果 

 F:陽性コントロール、他の検体は陰性。 
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Ⅴ 「清浄化を証明するための調査」の提案 
 

清浄化を証明するためのステップとして、最終段階としては、これまでの工場訪問時

の立ち入り検査、および飼料検査結果についての詳細な分析が必要であり、日本におけ

るレンダリングと牛用飼料製造システムを評価する必要性がある。 

 

日本では 2001 年 10 月から BSE サーベイランスが始まった。2005 年以降、BSE の発生

が減少傾向にあり、2001 年 10 月の完全飼料規制後 6ヶ月以降に生まれた牛では BSE 陽

性例は 1 頭も発見されていない。全頭検査を行っているので、発見できる症例はほとん

どが見つけられている。しかし、感染していても、潜伏期にいる牛は診断テストの結果

が陰性となるし、疫学モデルでも 8 割の感染動物がスクリーニングテストではみつけら

れないことを証明している。 

 

症例数が減少しているということは、管理措置である飼料規制が効果的に機能してい

ることを意味している。飼料コントロールプログラムが施行され、飼料サンプルテスト

の結果より交差汚染は起こっていないことがわかる。しかしながら、2002 年など初期

の段階では規制が徹底していないために起こる問題があったと想像できる。製造工場の

位置、飼料生産量など、現在、飼料製品をどれだけ丁寧にチェックしているのかはわか

らないので、国内における牛用飼料規制プログラムがどの程度機能しているか、正確に

評価することは難しい。 

 

2，3 年前、疫学モデルが開発され BSE 発生予測がなされた。まだ数年先は陽性牛が

発見されると報告しているが、2010 年代にはいれば、BSE は自然に消滅すると予測して

いる。これらのモデルは、飼料規制が 2001 年の 10 月に施行されてから 100％機能して

いるという前提条件に則って構築されている。しかし、この前提条件が正確でない場合

は、将来の BSE 症例発生予測に間違いがあるということになる。 

 

最悪のシナリオでは、完全飼料規制後に生れた牛に陽性牛が発生する可能性を探るこ

とである。管理措置が機能しているかどうかを評価することにより、発生数の減少が本

当に清浄化につながるのかどうか判定するための正確な情報が入手でき、この結果、予

測の信頼性が高まる。つまり、サーベイランス結果にだけ頼っていると、潜伏期が長い

BSE では、問題点があっても早期の解決にはつながらない。よって、レンダリングと家

畜飼料製造システムの厳密な外部評価が、清浄化へ向けての最終段階でのチェックポイ

ントとなる。 

 

具体的には、ほとんどの BSE 症例は北海道で生まれているので、分析は北海道に限定

し、最初に政府関係者、飼料製造関係者、レンダリング関係者を一同に介した会議をも

ち、どのように評価していくかを議論する。その後、今後の取り組みに関する詳細につ

いて計画をたてることが必要である。 
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（２）本研究を基に発表した論文と掲載された雑誌名のリスト（PDF として CD に添付） 
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specified risk material in processed and raw meat products in Japan, Food Control, 
20, 187-190, 2009 
（関川チーム、本研究関連論文） 
 
B.C. Jayawardana et al, Removing of central nervous tissues from dressed carcasses: 
Washing with a low concentration of lactic acid in spaying cabinet, Food Control, 
20, 386-390 (2009) 
（関川チーム、本研究関連論文） 
 
テレビ放映：10 月 17 日のセミナーの様子は、NHK 総合テレビ 10 月 17 日の十勝地方のニュ
ース（18：45～18：58）の放送枠で放映された。 

 
（３）特許及び特許出願の数と概要 

 
なし 
 
（４）その他（各種賞、プレスリリース、開発ソフト・データベースの構築等） 
   

なし 

 
３．今後の問題点等 

 
（１）研究計画に記載した課題をすべて完了できたわけではない。新たな情報の入手や

研究進行に付随して明確になってきた事実にもとづき研究内容を変更することに
より、総合的なリスク評価を実施することができたことは大きな成果であった。 

しかしながら、本研究成果の一部については、既に学会論文として公表したとこ
ろであるが、今後、他の結果についても学術論文として取りまとめる必要がある。 

 
（２）飼料工場やレンダリング過程において、管理規制がきちんと守られているかを、

2001 年 10 月以降のデータを使いながら詳細を確認することが、リスク管理体制の
確実な見直しとなり、清浄化へつながる唯一の方法である。この点について、スイ
スの専門家らと十分な議論ができたことは幸いであった。私ひとりの力では実施で
きない課題であるので、大学関係者や政府機関などに働きかけを行っている。 

 
（３）コロラド州立大学での意見交換でも、リスク評価だけでは BSE のような社会問題

をともなった家畜疾病問題を解決できないので、リスク分析という広い視点から問
題点を整理することが重要とのコメントをいただいた。今後の健康影響評価研究に
おいて、リスク評価とリスクコミュニケーションを分離するのではなく、リスク分
析という大枠の中でその相互関係も測りながら、問題解決に取り組む姿勢が重要と
考える。 

 

 




